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1

七

経
済
原
論
的
次
元
で

い
え
ば
、
租
税
は
、
そ
の
税
目

の
い
か
ん
を
問
わ
ず
、

年

々
の
価
値
生
産
物

(
v
+

m
)
な

い
し
国
民
所
得

の
特
殊
な
第

二
次
的
再
分

配

で
あ
る
。
こ
こ
で
特
殊
と

い
う
意
味
は
、

い
う
ま
で
も
な
く
、
国
家

に
よ
る

権
力
的
強
制
性
を
も

っ
た
再
分
配
ー
ー

再
分
配
に
も
様

々
な
も

の
が
あ

る

だ
か
ら
で
あ
る
。
し
か
も
、
そ
の
国
家

は
事
実
上

の
総
資
本

で
あ
る
か
ら
、
個

別
資

本
の
属
性

の
必
然
的
延
長
と
し

て
、
大
衆
増
税

へ
の
志
向

は
、
資
本
主
義

的
税
制

に
随
伴
す
る
必
然
的
、

一
般
的
な
傾
向
を
な
す
。
本
稿

の

(上
)

で
、

「中
期
答
申
」

の
論
評
を

つ
う

じ
て
指
摘

し
た
大
衆
増
税
志
向
も
、
究
極
的

に

規
定

す
る
の
は
、

こ
の
必
然
的
、

一
般
的
傾
向

で
あ
り
、
そ

の
現
代
日
本
的
な

発
現
に
ほ
か
な
ら
な

い
。

こ
の
現
代
日
本
的
な
大
衆
増
税
志
向

の
背
景
な

い
し
要
因
と
し
て
、
次

の
四

点
を
指
摘
し
て
お

い
た
。
第

一
が
バ
ブ
ル
景
気

の
崩
壊
以
降
、
十
数
年

に
及
ぶ

経
済
不
況
と
デ

フ
レ

・
ス
パ
イ
ラ
ル
の
長
期
化
、
第
二
が
、
利
権
と
集
票

に
は

資

し
て
も
、
不
況
克
服
策
と
し
て
の
有
効
性
に
乏
し

い
相
次
ぐ
景
気
対
策

(公

共
投
資
を
中
心
と
す

る
財
政
支
出

の
増
大
)
と
長
期

の
経
済
低
迷

に
よ
る
税
収

減
、
こ
れ

に
よ
る
財
政
危
機

の
い

っ
そ
う

の
深
刻
化

(財
政
危

機
そ

の
も

の

は
、
七
〇
年
代
後
半

以
降
か
ら
継
続
す

る
長
期
傾
向
)
、
第

三
が
新
自
由
主
義

(保
守
主

義
)
的
潮

流

の
台
頭

と
そ

れ
を
基
調
と

す

る
税

・
財
政

々
策

の
推

進
、
そ
し
て
第
四
が
冷
戦
の
終
焉

(社
会
主
義
世
界
体
制

の
崩
壊
)
後

の
内
外

に
わ
た
る
労
資
間

の
力
関
係

の
激
変
、
と
り
わ
け

い
わ
ゆ
る
体
制
問
競
争

の
消

滅
、
が
そ
れ
で
あ
る
。

政
府
税
制
調
査
会

に
よ
る
初

の
税
制
白
書
と
も
呼
ば
れ
て

い
る
平
成

一
二
年

度

(
二
〇
〇
〇
年

七
月
)

『中
期

答
申
』
が
、
本
稿

の
主
た
る
論
評
対
象

で
あ

る
が
、

こ
れ
よ
り
以
降
、
各
年
度

の
単
年
度
答
申
以
外

に
、
平
成

一
四
年
六
月

に

±
二

一
世
紀
前

半
を
も
視
野
に
入
れ
た
中
長
期
的
」
な

『あ
る
べ
き
税
制

の

構
築

に
向

け
た
基
本
方
針
』
が
答
申
さ
れ
、
さ
ら

に
平
成

一
五
年
六
月
に
本
来

(注

)

の
新
た
な

『中
期
答
申
』
も
予
定

さ
れ

て
い
る
。
し
か
し
、

こ
れ
ら

一
連

の
諸

答
申
は
、
上
述

の
資
本
主
義
的
税
制

の

一
般
的
傾
向
な
ら
び
に
現
代
日
本

の
税
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制
改
正
を

め
ぐ
る
背
景
な

い
し
情
勢
に
規
定
さ
れ
て
、

い
ず
れ
に
お

い
て
も
税

制
改
正

の
基
調
は
ほ
ぼ

一
貫
し
て
変
り
な
く
、
ま
た
そ

の
基
本
的
軌
道
は

一
二

年
度

『中
期
答
申
』

で
敷
か
れ

て
い
る
と

い

っ
て
よ

い
。
た
だ
差
違
は
そ
の
基

調

の
具
体
化

い
か
ん
に
過
ぎ
な

い
。
問
題

の
大
衆
増
税
志
向

そ
の
対
極
を

な
す
の
が
資
本
優
遇
税
制
-

に
焦
点
を
絞

っ
て
い
え
ば
、
消
費
税
率
の
引
上

げ
、
所
得
税

(住
民
税
)

の
課
税
最
低
限

の
引
下
げ
、
法
人
事
業
税

へ
の
外
形

標
準
課
税

の
導
入
が
、
平
成

一
二
年
度

『
中
期
答
申
』
以
降
、
日
程

に
上
が

っ

て
い
る
代
表
的
な
具
体
的
事
例

社
会
保
険
料

(税
)

の
引
上
げ
等
を
除

い

て
ー

で
あ
る
。

(注
)

新

『中
期
答
申
』
、
「少
子

・
高
齢
社
会

に
お
け
る
税
制

の
あ
り
方
」
が
、
六
月

一
七
日
に
提
出
さ
れ
た
。
本
稿

の
内
容
に
関
連
す
る
部
分
-

新
答
申

の
中
心
部

分
で
も
あ
る
が

に
つ
い
て
補
足
し
て
お
け
ば
、
そ
の
要
旨
は
以
下
の
と
お
り

で
あ
る
。

(『税
経
通
信
」
、
〇
三
年
八
月
号
、
別
冊
付
録

、
「税
務
法
令
通
達
月

報
」
、
全
文
収
録
)

日
消
費
税

に
つ
い
て
は
、

一
歩
踏
み
込
ん
で
、
「将
来
、

二
け
た
の
税
率
に
引
き

上
げ
る
必
要
が
あ
る
」
と
明
記
し
、
そ

の
際
、
食
料
品
等

に
対
す
る
軽
減
税
率
採

用
の
是
非
と
イ
ン
ボ
イ
ス
方
式

の
採
用
が
検
討
課
題
と
な

る
と
し
て
い
る
。

口
諸
所
得
控
除

の
改
廃
と
課
税
最
低
限

の
引
下
げ
に
つ
い
て
は
、
先
ず
個
人
所
得

課
税
に
関
し
て
、
①
公
的
年
金
等
控
除
と
老
年
者
控
除
を
縮
小
し
、
あ
わ
せ
て
公

的
年
金

に
対
す

る
保
険
料
控
除
に
上
限
を
設
定
す
る
、
②
現
行

で
は
非
課
税

の
遺

族
年
金
と
失
業
等
給
付
を
課
税
対
象
と
す
る
、
③
給
与
所
得
控
除
、
退
職
所
得
控

除
の
縮
減
、
見
直
し
は
、
基
礎
控
除
、
扶
養
控
除
の
拡
充
、
児
童
扶
養
税
額
控
除

の
導
入
と
セ
ッ
ト
で
再
検
討
す
る
。

日
所
得
税
の
地
方
版
と
も
い
う

べ
き
個
人
住
民
税
に
つ
い
て
も
、
①
所
得
割
は
諸

控
除
や
非
課
税
所
得
の
縮
減
、
②
均
等
割
は
人
口
段
階
に
応
じ
た
税
率
区
分

の
解

消
を
含
め
、
税
率
の
引
上
げ
を
図
る
。

四
金
融
資
産
性
所
得
の
課
税

一
本
化

(「
二
元
的
所
得
税
」
)
に
つ
い
て
は
、
様

々

な
観
点
か
ら
理
論
的

・
実
務
的
な
検
討
を
さ
ら
に
行
う
。

は
本
稿

の
十
の
口
を
参
照
。

八

な

お

、

こ

の
点

詳

し

く

消
費
税
率

の
引
上
げ
と
、
こ
れ
を
中
心
と
す
る
消
費
税
増
税

は
、
政
府

.
税

(注

)

調
な
ら
び
に

「
財
界
」
サ
イ
ド
に
お
い
て
は
事
実
上
既
定

の
方
針

で
あ
り
、
残

る
問
題
は
そ
の
政
治
的

タ
イ
ミ

ン
グ
と
増
税
幅

い
か

ん
に
絞

ら
れ
て

い
る
と

い

っ
て
よ

い
。
依
然
と
し
て
深
刻
さ
を
増
し
続
け
る
財
政
危
機

(
〇
三
年
度
予

算
に
お
け
る
歳
出
総
額
八

一
・
八
兆
円

に
対
し

て
、
税
収
は
そ

の
約
半
分

の
四

一
・
八
兆
円
)
、
基
礎
年
金

の
国
庫
負

担
割
合

の
現
行
三
分

の

一
か
ら

二
分

の

]
へ
の
引
上
げ

(新
た

に
二

・
七
兆
円

の
財
源
要
)
を
中
心
と
す
る
〇
四
年
年

金
改
革
を
直
接
的
な
背
景
と
し
て
、
消
費
税
率

の
引
上
げ
が
、
今
後

の
税
制
改

正

の
最
大

の
焦
点
と
な
る

の
は
必
至

で
あ
る
。

(中
小
事
業
者

に
た

い
す

る
特

例
措
置
と
し
て
の
免
税
点
三
千
万
か
ら

一
千
万
円

へ
の
引
下
げ
、
簡
易
課
税
制

度

の
適
用
上
限

二
億
円
か
ら
五
千
万
円

へ
の
引
下
げ

に
よ
る
増
税
は
、
〇
三
年

度
改
正

で
実
施
)
。

そ
こ
で
先
ず
、

『中
期
答
申
』
を
中
心
と

し

つ
つ
、
消
費
税
増
税

の
動
向
と

そ

の
特
徴
的
内
容
を
み
て
お
こ
う
。

(注

)

日
本
経
団
連

「活
力
と
魅
力
あ
ふ
れ
る
日
本
を
め
ざ
し
て
」
(〇
三

・
一
・
こ

が
、
年
金
を
中
心
と
す
る
社
会
保
障
制
度
の
抜
本
改
革
を
理
由
と
し
て
、

一
〇
～

一
八
%

へ
の
消
費
税
率

の
引
上
げ
を
試
算
、
提
言
し
て
い
る
の
を
は
じ
め
、
経
済

同
友
会
、
日
本
商
工
会
議
所
等
も
ほ
ぼ
同
主
旨
の
主
張
を
行

っ
て
い
る
。
(「朝
日

新
聞
」
、
〇
三

・
一
・
一
四
ほ
か
)
。
ま
た
、
そ
の
後
、
経
団
連
は
、
「中
期
的
な

税
制
改
革

提
言
」
を
発
表
し

(五

・
二
九
)
、
こ
の
中
で
〇
七
年
度
ま
で
に

一
〇
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3

%
、
二
五
年
度
ま
で
に

一
八
%

へ
と
段
階
的
に
税
率
引
上
げ
を
行
う
こ
と
を
主
張

し
て
い
る
。

の

消
費
税

の
税
率
引
上
げ

の
必
要
性

「
消
費
税

は
、
昭
和

六
三
年

の
制
度
創

設
以
来
、
そ

の
税
収

は
安
定
的

に
推

移
し
、
国
税
収
入

の
約

二
割
を
占

め
る
な
ど
わ
が
国
税
制

の
基
幹
的
な
税

目
の

一
つ
と
し
て
定
着

し
て
き
た
。
今
後
、
少
子

・
高
齢
化
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化

の

一

層

の
進

展
に
伴

っ
て
、
消
費
税

の
役

割
が
ま
す
ま
す
重
要
と
な

っ
て
い
く
中

で
、
制
度

の
信
頼
感
を
高
め
る
と
と
も
に
、
そ

の
税
率
水
準

の
見
直
し
を
図
る

こ
と
が
大
き
な
課
題
と
な

っ
て
い
る
。

社
会
保
障
支
出

の
増
大
や
財
政
構
造
改
革
を
展
望
す
れ
ば
、
今
後
、
税
率
を

引
き
上
げ
、
消
費
税

の
役
割
を
高
め

て
い
く
必
要

が
あ
る
。
」

(前

出
、
『基
本

方
針
』

〈
税
務
経
理
協
会

『税
経
通
信
』
、
〇

二
年
、
八
月
号
、
附
録
、
「税
務

法
令
通
達
月
報
」
〉
、

;

二

頁
)
。

口

消
費
税

の

扁
公
平
」
性

税
調
サ
イ
ド

の
消
費
税
観

(論
)

の
最
大

の
特
徴
は
、
景
気
変
動

に
よ
る
影

響

が
相
対
的

に
小
さ

い
と

い
う
意
味

の
税
収

の

「
安
定
」
性
と
あ

わ
せ

て
、

一水
平
的
公
平
」
馴
世
代
間
公
平
」
論
を
前
面
に
押
し
出
し
て
、
そ

の

「公
平
」

性
を
強
調
す
る
点

に
あ
る
。
だ
が
、
所
得

・
担
税
力

の
大
き
な
格
差
が
現
存
す

る
な

か
で
、
誰
に
た

い
し

て
も

「
同
等

の
税
負
担

を
求
め

る
」

(
幽水

平
的
公

平
」

■
世
代
間
公
平
」
)

こ
と

は
、
実
質
的
に
不
公
平
以
外

の
何
物
で
も
な

い
。

(
こ
う
し
た
支

配
的
な
現
代
租
税
論

に
み
ら

れ
る
矛
盾

し
た

「
公
平
」
論
批
判

に

つ
い
て
は
、
前
掲
拙
著
、
四
七
～
六
六
頁
参
照
)
。

「消
費
支
出
は

一
生
を
通

じ
て
行
わ
れ
、
そ

の
水
準
も
比
較
的
安
定
し

て
い

ま
す

の
で
、
消
費

課
税

に
は
、
あ
ら

ゆ
る
世
代
に
広
く
公
平

に
負
担
を
求

め
る

こ
と
が

で
き

る
と
と
も
に
、
ラ
イ

フ
サ
イ
ク
ル
の

一
時
期

に
負
担

が
大
き
く
偏

ら
な

い
と

い
う
特
徴

が
あ
り
ま
す
。

わ
が
国
に
お

い
て
は
、
諸
外
国

に
例
を
見
な

い
ス
ピ

ー
ド
で
急
速
に
少
子

・

高
齢
化
が
進
展
し
て

い
ま
す
が
、

こ
の
よ
う
な
構
造
変
化
に
対
応
し

て
い
く
た

め
に
は
、
勤
労
世
代

に
偏
ら
ず
、
よ
り
多

く

の
人

々
が
社
会
を
支
え
て

い
く
こ

と
が
必
要

で
す
。

ま
た
、
消
費
課
税
は
、
消
費

に
充
て
ら
れ
る
資
金
が
ど

の
よ
う
な
形

で
得
ら

れ
た
も

の
で
あ

っ
て
も
、
消
費
に
応
じ
て

一
律

に
負
担
を
求
め
る
こ
と
が
可
能

で
す
か
ら
、
水
平
的
公
平

(同
等

の
負
担
能
力
を
持

つ
者

に
は
、
同
等

の
税
負

担
を
求
め
る
べ
き
と

の
考
え
方
)

の
確
保

に
資
す
る
も

の
と
言
う

こ
と
が
で
き

ま
す
。

さ
ら
に
、
少
子

・
高
齢
化

の
進
展
に
伴

い
、
社
会
保
障
を
は
じ
め
、
景
気
変

動

に
か
か
わ
ら
ず
支
出
を
求
め
ら
れ
る
財
政
需
要
が
増
大
し
て

い
く
こ
と
が
見

込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
で
き
る
限
り
安
定
的
な
歳
入
構
造
を
確
保
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。
こ
の
点
、
消
費
課
税
に
よ
る
収
入

に
は
、
他
の
税
と
比

べ
て
景
気

変
動
に
よ
る
影
響
を
受
け
に
く

い
と

い
う

特
徴

が
あ
り
ま
す
。
」

(前
出
、

『中

期
答
申
』
、

一
一
八
頁
。
ほ
か

一
〇
～

一
一
頁
、
三
八
頁
)
。

口

所
得
逆
進
性

の
軽
視

当
然
な

が
ら
、
上
記
口

の
裏
返

し
と

し

て
、
肝
心

の
消
費

税

の
所

得
逆
進

性
i
l

[
垂
直
的
公
平
」

の
否
定

に

つ
い
て
、

一
応
は
承
認
し

つ
つ
も
結

局
は
軽
視
す
る
。
あ
る

い
は
、
他

の
税
目
、
税

・
財
政
全
体

へ
議
論

の
焦
点
を

拡
散

し
て
し
ま
う

。
し
た
が

っ
て
ま
た
、
消
費
税

の
制
度
の
枠
内

に
お
け
る
逆
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進
性
緩
和
措
置

に
つ
い
て
、
そ
れ
を
基
本
的
に
放
棄
な

い
し
軽
視
す
る
。

闘
消
費
課
税
に

つ
い
て
は
、
そ
の
負
担
が
所
得
に
対

し
て
逆
進
性

で
あ
る
と

い
う
指
摘

が
あ
り
ま
す
。
消
費
課
税

は
、
消
費
を
租
税
負
担
能
力

の
尺
度

と

し
、
消
費

に
比
例
し
た
負
担
を
求
め

て
い
る
も

の
で
す
が
、
所
得

が
多

い
ほ
ど

消
費

に
回
す
平
均
的
な
割
合

(平
均
消
費
性
向
)
が
低
下
す

る
こ
と
か
ら
、
所

得
に
対
し

て
み
れ
ば
、
負
担
割
合
が
高
額
所
得
者
ほ
ど
低
く
な
る
と

い
う
傾
向

が
あ
る
と
言
う

こ
と
が
で
き
ま
す
。

し
か
し
、
実
際
の
税
制

は
、
消
費
課
税
だ
け
か
ら
構
成

さ
れ
て

い
る
わ
け

で

は
あ
り
ま
せ
ん
。
負
担
が
所
得
に
対
し

て
逆
進
的
か
ど
う
か
と

い
う

こ
と
は
、

所
得

に
対
し
て
累
進
的
な
負
担
を
求

め
る
個
人
所
得
課
税
な
ど
に
よ
る
所
得
再

分
配
、
遺
産

の
取
得
な
ど

に
対

し
て
累
進
的
な
負
担
を
求
め
る
相
続
税

な
ど
に

よ
る
富

の
再
分
配
、
さ
ら
に
は
、
年
金

、
医
療

、
介
護

、
生
活
保
護
な
ど
、
各

種

の
社
会
保
障
制
度
を
通
じ
た
所
得
再
分
配
が
行

わ
れ
て

い
る
こ
と
を
考
慮
に

入
れ
、
税
財
政
全
体

を
見

て
議

論

し
、
判
断
す

べ
き
問
題

で
す
。
」

(前
出
、

『中
期
答
申
』

一
一
八
頁
)
。

罰
し
ば
し
ば
指
摘
さ
れ
る
消
費
税

の
所
得

に
対
す

る
逆
進
性

の
問
題
に

つ
い

て
は
、
消
費
税
だ
け
で
な
く
、
税
制
全
体
、
更

に
は
、
歳
出
面
を
含

め
た
財
政

全
体

で
判
断

す

る

こ
と

が
必
要

で
あ

る
。
」

(前

出
、

『基
本
方

針
』

=

一二

頁
)
。

四

逆
進
性
緩
和
措
置

の
否
定

逆
進
性

に

つ
い
て
、
前
記

(三
)

で
み
た
と
お
り
、
消
費
税
制
度

の
枠
内

で

は
な
く
、
[
税
財
政
全
体

を
見

て
議
論
し
、
判
断
す

べ
き
問
題
」
と
す

る
立
場

の
当
然

の
延
長
と
し
て
、

]
部
非
課
税
、
ゼ

ロ
税
率
、
複
数
税
率
、
税
額
還
付

(戻
し
税
)
な
ど
、

一
連

の
具
体

的
な
緩
和
措
置
に

つ
い
て
も
概
ね
否
定

的
な

い
し
消
極
的
見
解
を
主
張
す
る
。

①

非
課
税

「
消
費
税

の
非
課
税
取
引

の
範
囲
は
、
土
地
取
引

や
金
融
取
引
な
ど

の
よ
う

に
、
消
費

に
負
担
を
求
め
る
と

い
う
税

の
性
格
上
、
課
税
す
る
こ
と
が
な

じ
ま

な

い
分
野
や
、
医
療
、
福
祉
、
教
育
な
ど
、
政
策
的
配
慮

に
よ
り
非
課
税

と
す

る
こ
と
が
特
に
必
要
な
分
野
に
限
定

さ
れ

て
い
ま
す
。

こ
れ
に
対
し
、
消
費
税

の
所
得

に
対
す

る
逆
進
性
を
緩
和
す
る
た
め
に
、
食

料
品
な
ど
を
非
課
税
と
す
べ
き
で
は
な

い
か
と

い
う
指
摘
が
あ
り
ま
す
。

し
か
し
、
消
費
税
制
度
に
お

い
て
は
、

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
諸
国

の
付
加
価
値
税
制

度
と
同
様
、
財
貨

・
サ
ー
ビ
ス
が
非
課
税
と
さ
れ
た
場
合
、
売
上
げ
に
対
し
て

は
消
費
税
が
課
税
さ
れ
な

い

一
方

で
、
そ
の
売
上
げ
に
対
応
す

る
課
税
仕
入
れ

に

つ
い
て
仕
入
税
額
控
除
を
行
う

こ
と
も
で
き
な

い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ

の
た
め
、
財
貨

・
サ
ー
ビ

ス
が
非
課
税
と
さ
れ
て
も
、
控
除
で
き
な

い
消
費

税
相
当
額
が

コ
ス
ト
の

一
部
と
し
て
価
格
に
織
り
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
消
費

税
率
分
だ
け
価
格
が
低
下
す

る
と
は
限
り
ま
せ
ん
。

ま
た
、
仮

に
、
食
料

品

の
よ
う

に
転

々
流
通
す

る
も

の
を
非
課
税

に
す

る

と
、
例
え

ば
、

レ
ス
ト
ラ

ン
な

ど
が
食
料
品

(非

課
税
)
を
仕
入

れ
て
外
食

サ
ー
ビ

ス

(課
税
)
を
提
供
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
食
料
品

の
製
造

.
流
通
な

ど

の
段
階

で
生
じ
た
機
械
設
備
、
燃
料
、
輸
送
サ
ー
ビ

ス
な
ど

の
仕
入
れ

コ
ス

ト

(仕
入
税

額
控

除

で
き

な

い
消

費
税

相
当

額
を

含

む
。
)

の
上

に
、
外

食

サ
ー
ビ

ス
の
提
供

の
段
階
で
重
複
し
て
消
費
税
が
課
税
さ
れ
る
た
め
、
か
え

っ

て
外
食
サ
ー
ビ

ス
の
価
格
が
上
昇
し
か
ね
ま
せ
ん
。
こ
の
よ
う
に
、
転

々
流
通
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す

る
も

の
を
非
課
税
に
す

る
こ
と
に

つ
い
て
は
、
税

の
累
積
が
生
じ

る
こ
と
を

通
じ
て
経
済
活
動

に
歪
み
を
も
た
ら
す
お
そ
れ
が
あ
り
ま
す
。

今
後
と
も
、
消
費

一
般
に
対
し
て
広
く
公
平
に
負
担
を
求
め
る
こ
と
が
で
き

る
消
費
税

の
特
長
を
維
持
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
非
課
税
範
囲

の
拡
大
を

行
う

こ
と

は
適
当

で
な

い
と
考

え
ま
す
。
」

(前
出
、

『中
期

答
申
』
、

一
二
四

頁
)
。

②

ゼ

ロ
税
率

「
ご
く

一
部

の
国

に
お

い
て
は
、
食
料
品
な
ど

の
売

上
げ
を
非
課
税

に
す

る

と
と
も
に
、
そ
れ
に
対
応
す
る
仕
入
れ
に

つ
い
て
の
税
額
控
除
も
認
め
る
こ
と

に
よ
り
、
消
費
税
負
担

が

一
切
生
じ
な

い
よ
う

に
す
る
仕
組
み
が
採
ら
れ
て
い

ま
す
。
こ
う

し
た
仕
組

み
は
、
税
率
を
ゼ

ロ
と
し
て
課
税
を
行

っ
た
場
合
と
同

様

の
効
果
が
生
ず
る
た
め
、

『ゼ

ロ
税
率
』
と
呼

ば
れ

て
い
ま
す
。

し
か
し
、
ゼ

ロ
税
率

の
設
定
は
、
消
費
税

の
負
担
を
ま

っ
た
く
負
わ
な

い
分

野
を
作
り
出
す

こ
と

に
ほ
か
な
ら
ず
、
消
費

一
般
に
広
く
公
平
に
負
担
を
求

め

る
と

い
う

こ
れ
ま

で
の
税
制
改
革

の
流
れ
に
真

っ
向
か
ら
反
す
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。
ま
た
、
課
税

ベ
ー
ス
が
大
幅
に
侵
食
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、

一
定

の
税
収

を
確
保
す
る
た
め

に
は
、
ゼ

ロ
税
率
に
よ
る
減
収
分
だ
け
標
準
税
率

の
引
上
げ

が
必
要

に
な
り
ま
す
。
さ
ら
に
、
恒
常
的
に
還
付
を
受
け
る
事
業
者

が
増
え
、

事
業
者
間

の
不
公
平
感
が
生
じ
か
ね
な

い
と
と
も
に
、
還
付
申
告
や
事
後
調
査

に
関
連
す
る
事
務
負
担
や

コ
ス
ト
が
発
生
す
る
と

い
う
問
題
も
あ
り
ま
す
。

し
た
が

っ
て
、
ゼ
ロ
税
率

の
採
用
は
認
め
が
た

い
も

の
と
考
え
ま
す
。」

(同

上
、

一
二
五
頁
)
。

③

複
数
税
率

「
軽
減
税
率
を
設
け
る
べ
き
か
否
か
と

い
う
問
題
は
、
そ
の
時
点

に
お
け
る

消
費
税
率

の
水
準

の
下
で
、
個
人
所
得
課
税

な
ど
を
含
め
た
税
制
全
体
、
ひ

い

て
は
社
会
保
障
制

度
な
ど
を
は
じ
め
と
す

る
財
政
全
体

を
通
じ

て
見

て
も
な

お
、
何
ら
か

の
政
策
的
配
慮

が
必
要

か
ど
う

か
と

い
う
観
点
か
ら
検
討
し
、
そ

の
上

で
、
政
策
的
配
慮

の
必
要
性
と
制
度

の
中
立
性

・
簡
素
性
と
の
問

の
比
較

考
量

に
よ
り
判
断
す

べ
き
問
題
で
す
が
、

ヨ
ー

ロ
ッ
パ
諸
国
並
み
と
は
言
え
な

い
税
率
水
準

の
下
で
は
、
極
力
、
単

一
税
率

の
長
所
が
維
持
さ
れ
る
こ
と
が
望

ま
し

い
と
考
え
ま
す
。
」

(同
上
、

一
二
七
頁
)
。

④

税
額
還
付

(戻
し
税
)

幽
複
数
税
率

の
下

で
生
じ

る
様

々
な
問
題
点
を
避

け

つ
つ
、
消
費
税

の
所
得

に
対
す
る
逆
進
性
を
緩
和
す
る
た
め
に
、
低
所
得
者

に
対

し
て
、
年
間

の
基
礎

的
消
費
支
出

に
係

る
消
費
税
相
当
額
を
給
付
す
る
こ
と
と

し
て
は
ど
う

か
、
と

い
う
指
摘

が
あ
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
給
付
を
行
う
こ
と
に

つ
い
て
は
、
社
会
保
障
給
付
な
ど
の
諸
施

策
と

の
関
係
を
ど

の
よ
う

に
考
え
る
か
、
資
産
性
所
得
を
含

め
た
総
合
的
な
所

得
把
握
を
ど

の
よ
う

に
し

て
行
う
か
、
資
産
を
取
り
崩
し
て
消
費
を
行
う

こ
と

も

で
き
る
こ
と
に

つ
い
て
ど
の
よ
う

に
考
え

る
か
な
ど

の
問
題
が
あ
る
こ
と
か

ら
、
納
税
者
番
号
制
度
と

の
関
係
も
含
め
、
慎
重

に
検
討
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。
」

(同
上
、

一
二
七
頁
)
。

⑤

再
論

「
消
費
税

の
税
率
構
造
は
、
制
度

の
簡
素
化
、
経
済
活
動

に
対
す

る
中
立
性

確
保
の
観
点

か
ら
極
力
単

一
税
率
が
望
ま
し

い
。
仮
に
、
将
来
、
消
費
税
率

の

水
準
が

ヨ
ー

ロ
ッ
パ
諸
国
並
み

で
あ
る

二
桁
税
率
と
な

っ
た
場
合
に
は
、
所
得
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に
対
す
る
逆
進
性
を
緩
和
す
る
観
点
か
ら
、
食
料
品
等
に
対
す
る
軽
減
税
率

の

採
用
が
検
討
課
題
と
な
る
。
そ

の
場
合

に
お

い
て
も
、
事
業
者

の
事
務
負
担
を

は
じ
め
と
す
る
社
会
経
済
的

コ
ス
ト
等

に
配
慮
す
る
観
点
か
ら
、
そ

の
範
囲
は

極
力
限
定
す
る
必
要
が
あ

る
。

ま
た
、
非
課
税
範
囲

の
拡
大
や
ゼ

ロ
税
率

の
採
用

に
つ
い
て
は
、
消
費

一
般

に
対
し
て
広
く
公
平

に
負
担
を
求
め
る
と

い
う
消
費
税

の
特
徴
を
大
き
く
損
な

う
な
ど

の
問
題
が
あ
る
こ
と
か
ら
適
当

で
な

い
。
」

(前
出
、
『基
本
方
針
』
、

一

三
三
頁
)
。

㈲

消
費
税

の

「
福
祉

目
的
化
」

消
費
税
増
税
を
正
当
化
す
る
目
的

で
、
し
ば
し
ば
登
場
す
る

の
が

「
福
祉
目

的
化
」
で
あ

る
。
税
制
上
厳
密

に

い
え

ば
、
従
来
ど
お
り

一
般
財
源

と
す

る

か
、
自
動
車
関
連
税

の
よ
う
に
特
定
財
源

(目
的
税
)
と
す
る
か
と

い
う
問
題

で
あ
る
が
、
統

一
見
解

は
示
さ
れ
て
い
な

い
。

圃
少
子

・
高
齢
化

の
進
展

に
伴

い
、
今
後
、
急
速
に
増
加
す

る
こ
と

が
見
込

ま
れ
る
社
会
保
障
給
付

の
財
源
に
充

て
る
た
め
、
消
費
税
を

い
わ
ゆ
る

『福
祉

　　

　

目
的

税
化
』
し
、
そ

の
使
途
を
、
年
度

ご
と

の
予
算

総
則

に
よ

っ
て
で
は
な

く
、
制
度
的

に
福
祉
目
的
に
特
定
す

べ
き
と

の
議
論

が
あ
り
ま
す
。
当
調
査
会

に
お

い
て
は
、
消
費
税
は
、
も
と
も
と
物
品
税

の
廃
止
、
所
得
課
税

の
減
税
な

ど
と
併
せ

て

一
般
財
源
と
し
て
創
設
さ
れ
た
も

の
で
あ
り
、
今
後
、
わ
が
国

の

税
財
政
に
と

っ
て
ま
す
ま
す
重
要
な
役
割

を
果
た
す

べ
き
基
幹
税

で
あ

る
こ

と
、
目
的
税
化

は
財
政

の
硬
直
化
を
招
く
お
そ
れ
が
あ
る
こ
と
、
さ
ら
に
は
、

諸
外
国
に
お

い
て
も
消
費
税
を
目
的
税
と
し
て
い
る
例
は
見
当
た
ら
な

い
こ
と

な
ど
か
ら
、
消
費
税
を
福
祉
目
的
税
と
す
る
こ
と
に

つ
い
て
は
、
慎
重
に
検
討

す

べ
き
で
あ
る
と

の
意
見
が
多
数
あ
り
ま
し
た
。

他
方
、
将
来

の
税
財
政
の
あ
り
方
を
考
え
る
上

で
、
社
会
保
障
給
付

の
増
大

に

い
か

に
対
応
す
る
か
が
重
要
な
課
題

で
あ
り
、
そ

の
た
め

の
消
費
税

の
充
実

が
不
可
避

で
あ

る
と
す
れ
ば
、
福
祉
目
的
税
化
も
検
討
に
値
す
る
考
え
方

で
あ

る
と

の
意
見
が
あ
り
ま

し
た
。
ま
た
、
消
費
税

の
福
祉
目
的
税
化
は
、
将
来

の

税
財
政

の
あ
り
方

に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
も

の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
少
な
く

と
も
社
会
保
障
経
費

に

つ
い
て
は
、
将
来
世
代
に
負
担
を
先
送
り
す
る

の
で
は

な
く
、
消
費
税

の
充
実

に
よ

っ
て
対
応
し

て
い
く
と

い
う
こ
と

で
な
け
れ
ば
、

あ
え

て
消
費
税
を
福
祉
目
的
税
化
す
る
意
義

は
見
出
せ
な

い
の
で
は
な

い
か
、

と

い
っ
た
意
見
も
あ
り
ま
し
た
。

こ
の
問
題
は
、
税
制
、
財
政
及
び
社
会
保
障

の
あ
り
方

に
深
く
関
わ
る
問
題

で
あ
り
、
今
後
、
財
政
構
造
改
革
や
社
会
保
障
制
度

の
あ
り
方
な
ど
に

つ
い
て

の
検
討
を
踏
ま
え

つ
つ
、
国
民
的
な
議
論

が
行

わ
れ
る
べ
き
も

の
と
考
え
ま

す
。
」

(前
出
、
『
中
期
答
申
』
、

=
二
七
頁
)
。

(注
)

平
成

一
一
年
度
及
び

一
二
年
度
予
算
に
お
い
て
、
消
費
税
収

(国
分
、

二

一年

度
、
六

・
九
兆
円
)
を
基
礎
年
金

(四

・
五
兆
円
)
、
老
人
医
療

(三

.
三
兆

円
)
、
介
護

(
一
・
三
兆
円
)
に
充
て
る
こ
と
を
年
度
ご
と
の
予
算
総
則
に
明
記

し
た
。
だ
が
、
こ
れ
は
法
的
に
全
く
無
意
味
な
、
増
税
正
当
化
の
た
め
の

「
法
的

擬
装
」
に
す
ぎ
な
い
。
(北
野
弘
久

『納
税
者
の
権
利
』
、
四
四
頁
)
。

以
上

に
み
ら
れ

る
と

お
り
、
①

急
速
な
少

子

・
高
齢
化

に
伴
う
年
金

、
医

療
、
介
護
な
ど
社
会
保
障
関
係
費

の
増
大
、
②
不
況

の
長
期
化
と
財
政
危
機
下

の
税
収
減

・
財
源
難
、
③
先
進
諸
外
国
と
比
較
し
た
消
費
税
率

の
低
さ
ー

こ
れ

ら
を
正
当
化

の
主
な
理
由
と
す
る
外
国
並

み
の
消
費
税
率

(
二
桁
)

の
引
上
げ
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7

と

い
う
構
図
が
読
み
取
れ
る
。

し

か
し
第

]
に
、
諸
外
国

で
は
、
税

率
そ

の
も

の
は
概

し

て
よ
り
高

い
と

い

っ
て
よ

い
が
、
逆
進
性
緩
和

の
諸
措
置
が
手
厚
く
施
さ
れ
て
い
る
。
よ
り
範

囲

の
広

い
非
課
税
措
置
の
ほ
か
、
食
料
品
、
生
活
必
需
品
的
な
物
品

・
サ
ー
ビ

ス
に
た

い
す
る
ゼ

ロ
税
率
、
軽
減
税
率
、
税
額
還
付
、
そ
の
対
極
と
し
て
奢
修

品

へ
の
割
増
税
率
等

が
そ
れ
で
あ
る
。

フ
ラ
ン
ス
を
は
じ
め
と
す
る
E
U
諸
国

で
は
主
と
し
て
複
数
税
率
が
、
カ
ナ
ダ
の
財
貨

・
サ
ー
ビ

ス
税

G
S
T
や
ア
メ

リ
カ

の
州
小
売
売

上
税

で
は
主
と

し
て
税
額

還
付
が
制
度
化
さ

れ
て

い
る
。

(表

7
、

8
参

照
)
。
こ
れ
に
対
し
て
わ
が
国

の
場
合
、
社
会
政
策
的
配
慮

に
も

と
つ
く

]
部
非
課
税

の
範
囲
が
よ
り
狭

い
う
え
に
、
こ
れ
以
外

の
本
来

の
逆
進

性
緩

和

の
措

置
は
、
消
費
税
導

入
時
も
、
五
%
引

上
げ
時
も
、

]
切
施

さ
れ

ず
、
今
後

に

つ
い
て
も
否
定
的
な

い
し
消
極
的
姿
勢
に
終
始
し
た
ま
ま
、
税
率

の
み
が
引
上
げ
ら
れ
よ
う
と
し
て
い
る
。

第

二
に
の
問
題
は
、
社
会
保
障
に
み
ら
れ
る
大
き
な
国
際
的
格
差

で
あ
る
。

現
時
点

(
二
〇
〇
〇
年
)
で
、
六
五
歳
以
上

の
高
齢
者
割
合

は
、
全
人

口
比

で

日
本

一
七

・
二
%
、
ド
イ

ツ

一
六

・
四
%
、
イ
ギ
リ
ス

一
六

・
○
%
、

フ
ラ
ン

ス

一
五

.
九
%
、
ア
メ
リ
カ

一
二

・
五
%
で
あ
る
。

二
〇
二
五
年

に
は
、
日
本

で
二
五
%
超

、
他

の
国

々
で
も

二
〇
%
超

に
達
す

る
と
推
計

さ
れ

て

い
る
。

(表

9
参
照
)
。

主
と
し
て
年
金
に
生
活
源
資
を
依
存
す
る
高
齢
者
世
帯

(世
帯
主
が
六
〇
歳

以
上

で
無
職

の
世
帯
)

の
生
活
実
態
を
み
る
と
、

一
九
九
〇
～

二
〇
〇

一
年

の

直
近

の

一
〇
年
間
、
消
費
支
出
が
可
処
分
所
得
を
毎
年
上
回
り
、
慢
性
的
な
支

出
超
過

(赤
字
)

の
状
態

に
あ
る
。

(総
務
省

「家
計
調
査
報
告
」
、
福

田
徹
編

表7EC型 付加価値税の概要(20
02年1月 現在)

国 名 EC第6次 指令 フ ラ ンス ドイ ツ イギリス

施 行 1977年 1968年 1968年 1973年

輸 出 免 税 輸出及び輸出類似取引 輸出及び輸出類似取引 輸出及び輸出類似取引 輸出及び輸出類似取引

非 課 税 土地の譲渡 健 築用地を
除 く。)・ 賃貸、中古建
物の譲渡、建物の賃貸、
金 融 ・保 険、医 療、教

育、郵便等

土地の譲渡(建 築用地を

除 く。ただし、個人が取得
する住宅建築用地は非
課税。)・ 賃貸、中古建

物の譲渡(不 動産業者の譲渡
を除 く。)、住宅の賃

貸、金融 ・保険 医療、
教育、郵便等

土地の譲渡 ・賃貸、建物
の譲渡 ・賃貸、金融 ・保

険、医療、教育、郵便等

土地の譲渡 ・賃貸、建物
の譲渡 ・賃貸、金融 ・保

険、医療、教育、郵便等

税

率

標準税率 15%以 上 19.6% 16% 17.5%

軽減税率 食 料 品、水、新 聞、雑
誌、書籍、医薬品、旅客

輸送等
……5%以 上(2本 以下)

食 料 品 、 水 、 雑 誌 、 書

籍 、 国 内旅 客 輸 送 、 肥 料等

5.5%

新 聞、 医 薬 品等 ……2.1%

食 料 品、水、新 聞、雑
誌、書籍、国内近距離旅

客輸送等
7%

家庭用燃料及び電力等
5%

割増税率 な し な し な し な し

ゼロ税率 ゼロ税率及 び5%未 満
の超軽減税率は、否定す

る考え方を採っている。

な し な し 食 料 品、水、新 聞、雑誌
、書 籍、国 内旅 客輸

送、医薬品、居住用建物
の建築等

累積課税 の
排 除

前段階税額控除方式(イ
ンボイスによる)

前 段階税額控除方式(イ
ンボイスによる)

前段階税額控除方式(イ
ンボイスによる)

前陵階税額控除方式(イ
ンボイスによる)

価格表示に関
す る 規 制

[消費者向け商品価格表
示に関する消費者保護に
ついてのEC指 令]
総 額 表 示 方 式

総 額 表 示 方 式 総 額 表 示 方 式 総 額 表 示 方 式

出所:稲 垣光隆編 『日本の税制』、平成14年 度版、295頁 。
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(単 位.ド ル 、1994年)表8GSTの 年間税額控除

2 人 世 帯 3 人 世 帯 4人 世
廿
市

所 得 独 身 者
(親子供 1 人) (夫婦子供1 人) (夫婦子供 2人)

s,aoa 190 380 480 580

10,000 267 457 480 580

14,000 290 480 480 580

16,000 290 480 480 580

1g,000 290 4so 480 580

20,000 290 480 480 580

22,000 290 480 480 580

24,000 290 480 480 580

26,000 230 420 420 520

zs,oao 130 320 320 420

30,000 30 220 220 320

32,000 a 120 120 220

36,000 d 0 0 20

4a,000 0 0 0 0

出所:知 念裕 『付加価値税の理論と実際』、178頁 。

『権

利
白
書
』
、
〇

三
年
度

版
、

一

一
頁
、
表

10
参

照
)
。
ま

た
厚

労
省

発

表

(〇
三

・
三

・
四
)
に
よ
る
と
、
〇

一
年
度

の
生
活
保
護
受

給
者

は
約

一

一
四

万
八
千
人

で
、
対
前
年
増
加
率
七

・
一
%
と

一
九
五
〇
年

の
制
度
発
足
以
来
最

高

の
増
加
率
と
な
り
、
ま
た
九
五
～
〇

一
年
間

の
受
給
者
増
加
分

の
う
ち
六
〇

歳
以
上
が
約
六
割
を
占
め
て

い
る
。

(「朝

日
新
聞
」
、
〇
三

二
二
.
五
)
。

こ
の

よ
う

に
、
高
齢
者
間
の
所
得

・
資
産
格
差

の
拡
大
は
現
役

の
そ
れ
以
上
に
著

し

く
、
そ

の
大
半
は
厳
し

い
生
活
実
態

下
に
置
か
れ
て

い
る
の
が
現
実

で
あ
る
。

と
こ
ろ
が
年
金
を
は
じ
め
と
す

る
社
会
保
障
給
付
費

は
、
対

G
D
P
費

(九

六
年
)

で
、

ス
ウ

ェ
ー
デ
ン
三
三

・
一
%

(う

ち
年
金

一
二

.
九
%
)
、

フ
ラ

ン
ス
ニ
九

・
三

(
一
二

・
六
)
、
ド
イ

ツ
ニ
八

・
二

(
一
二

・
一
)
、
イ
ギ
リ
ス

ニ
ニ

・
五

(七

・
七
)
、

ア
メ
リ
カ

一
六

・
四

(七

・
四
)
に
対
し

て
、
わ

が

国

は

一
三

・
一

(六

・
八
)
と

い
う

低

水

準

に
止

ま

っ
て

い
る

(図

7
参

照
)
。

こ
う

し
た
重
大
な
格
差
を
放
置
し
た
ま
ま

(む
し

ろ
近
年
悪
化
)
、

[
福

祉
目
的
」
と

い
う

「法
的
擬
装
」

(出
前
、
北

野
弘
久
)

の
も
と

で
、
消
費

税

率

の
み
が

「
国
際
水
準
」

に
引
上
げ
ら
れ
よ
う
と
し
て

い
る
。

第
三
に
、
こ

の
よ
う

に
現
実

に
は
、
建
前
と
実
態
と

の
乖
離
著
し

い
社
会
保

障

の
財
源
は
、
あ
た
か
も
消
費
税
増
税
以
外
に
あ
り
え
な

い
か

の
ご
と
く
立
論

さ
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
点

で
は
、
昨
今

の

マ
ス
メ
デ
ィ
ア
の
立
論
も

大
同
小
異
で
あ
る
。

「
〇
四
年

の
年
金
改
革

で
は
、
基
礎
年

金

の
税
負
担
割
合
を
現
行

の
三
分

の

一
か
ら
二
分

の

一
に
引
き
上
げ

る
方
向
。
新
た

に
二

・
七
兆
円

の
財
源
が
必
要

だ
が
、
消
費
税
増
税
し
か
有
力
候
補
が
見
当
た
ら
な

い
。
〇
二
年
度

の
消
費
税

収
は

一
二

・
三
兆
円
。
単
純
計
算
す
れ
ば
、

一
%

の
税
率
引
き
上
げ
で
二

.
四
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表10高 齢者世帯一ここ10年 のくらしの推移 一

(全国平均 ・1世 帯1か 月平均)

年 税込み収入 手取り収入 生活費支出 手取り収入の不足

額

(千円)
実 額

(千円)

上昇率

(%)

実 額

(千円)

上昇率

(%)

実 額

(千円)

上昇率

(%)

1990 皿 一 202
一 22$

一 25

91 一 一
205 1.2 250 9.6 45

92
一 一 221 242 03.1 2a

93 240
一 217 ol.9 241 00.4 24

94 241 0.6 218 0.8 247 2.6 28

95 247 2.9 224 2.9 250 1.4 25

96 255 3.0 230 2.7 255 2.0 24

97 257 △0.8 232 △0.9 255 ol.7 23

98 25$ 00.2 233 00.1 zso 1.2 26

99 255 △0.8 229 mil.5 262 1.4 33

2000 246 02.7 220 02.S 256 ol.5 35

01 236 03.3 209 △4.1 252 oa.7 42

資料 出所:総 務省 「家計調査報告」

注1:千 円未満切 り捨て。上昇率は対前年比で実質。

21世 帯主が60歳 以上で無職の世帯

3:収 入の内、2001年 は年金など社会保障給付が84.3%を 占める。

図7社 会保障給付費の国際比較

(%)50.040.030,020.010.0 o.o

[コ 福医療

國 年金

圏 福祉その他 13.1

日本(1998)

日本(1996)

ドイツ(1996)

スウエーデン

(1996)

アメリカ

(1996)

イギリス

(1996)

フランス

(1996)

出所:平 成13年 度版 「厚生労働白書」、128頁 。
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兆
円
の
増
収

に
な
る
。
」

(「朝

日
新
聞
」
、
〇
三

・
一
・
一
八
)
。

だ

が
、
新
規
財
源

の

「
有
力

候
補
」
は
、
視
点

さ
え

変
え

れ
ば
幾
ら

も
あ

る
。

一
言
で

い
え
ば
不
公
平
税
制
の
是
正
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、
近
年
相
次

い

で
極
度
に

フ
ラ
ッ
ト
化
さ
れ

て
き
た
所
得
税

・
住
民
税

(所
得
割
)

の
累
進
税

率
構
造
を
八
〇
年
代
半
ば

の
水
準
に
戻
す

(本
拙
稿
、
上
、
第

6
表
参

照
)
、

法
人
税

に
累
進
税
率
を
導
入
す
る
、

]
連

の
租
税
特
例

(優
遇
)
措
置
を
改
廃

す
る
、
等

々
が
そ
れ
で
あ
る
。

(前
出
、
小
林

『現
代
租
税
論

の
再
検
討
』
、
増

補
版
、
二
五
七
～
二
六

一
頁
参

照
)
。
こ
う
し
た
不
公
平
是
正
に
よ

っ
て
、
国

税
分

の
み
で
年

間

一
〇
～

一
五
兆
円

の
増
収

が
可
能
と

い
う
試
算
も
あ

る
。

(不
公
平
な
税
制
を
た
だ
す
会

『福
祉
と

ぜ

い
き
ん
』
、
二
〇
〇

一
年
、
第

一
四

号
、
三
頁
)
。

ま

た
他
方
、
歳
出
面

に
も

「
有
力

候
補
」

が
あ

る
。
公
共
事

業
費

九
兆
円

(地
方
公
共
事
業
費
二
四
兆
円
)
、
防
衛
費

五
兆
円
、
国
債
費

]
七
兆
円
な
ど

の

削
減
可
能

(必
要
)
な

「候
補
」
が
そ
れ
で
あ
る
。
近
年

の
日
本

の
公
共
事
業

費

(公
共
投
資
)

の
対
G
D
P
比
は
六
%
を
越
え
、
欧
米
諸
国

の
二
～
三
倍
と

い
う
異
常
な
高
比
率
を
維
持
し
て

い
る
。

こ
れ
を
欧
米
並
み

の
水
準
に
す

る
だ

け

で
、
年
間

五
～
六
兆
円

の
財
源
が
浮
く
勘
定

に
な

る
。

(加
藤
治
彦
編

『
日

本

の
財
政
』
、
平

成

=
二
年

度
版
、

一
七

〇
頁
、
表

11
参

照
)
。
こ
う

し
た
税

制

.
歳
出
両
面

に
わ
た
る
本
格
的
な
再
検

討
と
見
直

し
ぬ
き

に
、
消
費
税
率

の

引
上
げ
、
増
税
を
主
張
し
て
も
、
国
民
的
正
当
性

は
も
ち
え
な

い
。

最
後
に
、
消
費
税
そ

の
も

の
の
あ
り
方

に

つ
い
て

一
言
付
言
し
て
お
け
ば
、

第

一
に
基
本
的
に
は
、
所
得
逆
進
性
と

い
う
最
大

の
難
点
が
仕
組

み
上
避
け
ら

れ
な

い
か
ぎ
り
、
そ
し
て
ま
た
負
担

の
公
平

(応
能
課
税
)
を
最
高

の
課
税
原

則
と
し
て
承
認
す

る
か
ぎ
り
、
消
費
税

は
廃
止

さ
れ
る
べ
き
で
あ

ろ
う

。
そ

の

代
り
、
消
費
税
導
入
時
に
廃
止
さ
れ
た
旧
物
品
税
を
新
た
に
再
編
、
復
活
す
れ

ば
よ

い
。
た
と
え
ば
、
食
料
品
や
公
共
料
金

な
ど
生
活
必
需
品

(基
礎
的
消
費

支
出
)
に
係
る
物
品

・
サ
ー
ビ
ス
は
非
課
税
と
し
、
そ
の
他
に

つ
い
て
は
、
奢

修

.
高
級
品

へ
の
最
高
税
率
適
用
を
中
心
と
す

る
複
数
税
率

で
課
税
す

る
。
こ

れ
な
ら
基
本
的

に
所
得
累
進
的
な
消
費
課
税
が
可
能
と
な
る
。
因
に
旧
物
品
税

は
、
第

一
種

.
小
売
段
階
課
税
と
第

二
種

・
製
造

・
出
荷
段
階
課
税

に
分
類
さ

れ
、
税
率
は
五
～
三
〇
%

の
五
段
階
課
税

で
あ

っ
た
。

第

二
に
、
消
費
税

の
存
続
を
前
提
し
た
場
合
に
は
、
所
得
逆
進
性
を
緩
和
な

い
し
解
消
す

る
た
め
に
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
支
配
的
な
複
数
税
率

(標
…準
税
率
に

く
わ
え

て
ゼ

ロ
税
率
、
軽
減
税
率
、
割
増
税
率
を
含
む
)
か
、
も
し
く
は
カ
ナ

表11公 共投資の対GDP比

割 合

日 本 6.2%(199$)
(公団等を含めた場合7.9%)

ア メ リカ L9(1997)

イギ リス 1.4(1996)

ド イ ツ 2,0(1997)

フ ラ ンス 2.8(1997)

(注)日 本は年度、他は暦年。

出所:加 藤治彦編 「日本 の財政』、平成13年 度版、170

頁。

ダ

・
ア
メ
リ
カ
流

の
逓
減
控
除
方
式

(所
得

が
大
き
く

な
る
に

つ
れ
て
税

額
控
除
額
が
逓
減
し

て
い
き
、

一
定

限
を
超
え

る
と
控
除
額
が
ゼ

ロ
と
な

る
)
を
採
用
し
た
税
額
控
除

・
還
付

制
度

を
導
入
す

る
。

こ

れ
ら

に

よ

っ
て
、
上

述

の
第

一
、
第

二
の
い
ず
れ
に
せ
よ
、
同
じ

消
費
課
税
で
あ

っ
て
も
基
本
的
に
所

得
累
進
的
で
応
能
負
担

の
租
税
と
な

る
。
ま
た
、

こ
れ
ら
は
導
入
が
容
易

な
簡
素
な
も

の
か
ら
、
複
雑

に
は
な
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る
が
本
格
的
な
も

の
に
至
る
ま

で
、
状
況

・
条
件
に
あ
わ
せ
て
、

い
く
ら
で
も

工
夫
可
能

で
あ
る
。
な
お
、
こ
れ
に
よ

っ
て
仮

に
税
収
減

が
生

じ
る
場
合

が

あ

っ
た
と
し

て
も
、
所
得
逆
進
性
を
仕
組
上
も
た
な

い
他

の
税
目

で
カ
バ
ー
す

る
と

か
、
先
に
指
摘

し
て
お

い
た
圧
縮

可
能

(必
要
)
一
候
補
」

の
経

費
カ

ッ

ト
と
か
、
埋
め
合
せ
る
方
法
は

い
く
ら
も
あ

る
。

九

消
費
税
増
税

に
次

い
で
焦
点
と
な

っ
て

い
る

の
が
、
所
得
税
に
お
け
る
諸
所

得
控
除

の
改
廃
に
よ
る
課
税
最
低
限

の
引
下
げ
で
あ

る
。
こ
の
点

で
は
、
方
向

性

の
提
示
に
止
ま

っ
て
い
る

『中
期
答
申
』

の
基
調

が
、
よ
り
具
体
的
に
踏

み

込
ん
だ
形
で

『基
本
方
針
』

で
示
さ
れ
て
い
る
の
で
、
主
と
し
て
後
者

に
依
り

な
が
ら
、
そ

の
内
容
と
特
徴
を

み
て
お
こ
う

。

日

現
状
と
課
題

個
人
所
得
税

(所
得
税

・
住
民
税

)
は
、
近
年

「
空
洞
化
」
が
著
し
く
、
ま

た
諸
外
国

に
比
べ
て
負
担
水
準
が
極
め

て
低
く
、
こ
の
た
め

「基
幹
税
と
し

て

本
来
果

た
す

べ
き
財
源
調
達

の
機
能

を
喪

失
し
か
ね
な

い
状
況

に
あ
る
」

こ

と
、
同
時

に
少
子

・
高
齢
化
な
ど

■
経
済
社
会

の
構
造
変
化
」

へ
の
対
応

の
遅

れ
に
よ
り
、
[税
負
担
に
歪
み
が
生
じ
て

い
る
」
。
こ
う
し
た
現
状

の
改
革

の
た

め
に
は
、
諸
所
得
控
除

の
改
廃

に
よ
る
増
税
も
止
む
を
得
な

い
、
と
主
張
し
て

い
る
。

一
わ

が
国

の
個
人
所
得
課
税
は
、
累
次

の
減
税

の
結

果
、
主
要
国
と

の
比
較

に
お

い
て
、
税
負
担
水
準
が
極
め
て
低
く
、
基
幹
税
と
し
て
本
来
果
た
す
べ
き

財
源
調
達

や
所
得
再
分
配
な
ど

の
機
能

を
喪
失
し
か
ね
な

い
状
況
に
あ
る
。
個

人
所
得
課
税
制
度

の
検
討
に
お

い
て
は
、
こ
う

し
た

『空
洞
化
』

の
状
況
を
是

正
し
、
そ

の
基
幹
税
と
し

て
の
機
能
を
回
復
す
る
必
要
が
あ
る
。
同
時
に
、
少

子

・
高
齢
化
な
ど
経
済
社
会

の
構
造
変
化

の
中

で
、
税
負
担

に
歪
み
が
生
じ
て

い
る
面

が
あ
れ
ば

こ
れ
を
是
正
す

る
と
と
も
に
、
根
強

い

『不
公
平
感
』
に
も

対
処
し
て

い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

あ
る
べ
き
個
人
所
得
課
税
制
度

を
将
来

に
わ
た
り
構
築
す
る
過
程
に
お

い
て

は
、
税
負

担

の
増
加
も
課
題
に
な
ら
ざ

る
を
得
な

い
」

(前
出
、

一
二
五
頁
)
。

⇒

改
革
の
方
向
ー

諸
控
除
の

一簡
素
化

・
集
約
化
」

一
わ
が
国

の
個
人
所
得
課
税

の

『空
洞
化
』
を
示
す
も

の
と
し

て
、
就
業
者

総
数

に
占

め
る
非
納
税
者

の
割
合

や
、
課
税
最
低
限

の
高
さ
が
指
摘
で
き

る
。

課
税
最
低
限
は

一
定

の
基
本
的
な
控
除

の
積
上
げ
で
あ
り
、
そ

の
水
準
は
納
税

者
と
非
納
税
者
を
分
か

つ
メ
ル
ク
マ
ー
ル
と
な
る
だ
け

で
な
く
、
全

て
の
納
税

者

の
課
税
所
得
金
額
を
左
右
す

る
。
課
税
所
得
は
、
税
率
と
と
も
に
税
負
担

の

最
も
基
礎
と
な
る
要
素

で
あ
り
、
諸
控
除

の
あ
り
方

の
見
直
し
は
、

『広
く
公

平

に
負
担
を
分
か
ち
合
う
』
と

の
理
念

の
下
、
極
め
て
重
要
な
課
題
で
あ
る
。

今
後
、
そ
の
見
直
し
を
行

っ
て

い
く
に
際
し

て
は
、
次

の
3
点

が
重
要
な
視
点

と
な

ろ
う
。

イ
.
所
得
税

・
個
人
住
民
税

に
お

い
て
は
、
婚
姻
、
育
児
、
老
齢
等

の
様

々
な

生
活

の
局
面

に
応
じ
、
各
種

の
控
除
が
措
置
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
に
社

会
保
障
等

の
生
活
関
連

の

『イ

ン
フ
ラ
』
整
備
等

が
進
展

し
て
き
た
こ
と
も

踏
ま
え
れ
ば
、
税
制
と
し
て
は
で
き

る
限
り
簡
素
化

・
集
約
化
す
る
方
向

を

目
指
す

こ
と
が
適
当

で
あ
る
。

ロ
.
諸
控
除

の
見
直
し
に
当
た

っ
て
は
、
男
女
共
同
参
画
社
会

の
進
展
や
雇
用
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慣
行

の
変
化
等

の
ラ
イ

フ
ス
タ
イ
ル
の
多
様
化
、
少
子

・
高
齢
化

の
進
展
と

い

っ
た
構
造
変
化

に
対
し
、
税
負
担
に
歪

み
が
生
じ
な

い
よ
う

な
、
ま
た
、

経
済
社
会

の
中
で
行
わ
れ
る
個

々
人

の
自
由
な
選
択
に
介
入
し
な

い
よ
う
な

中
立
的
な
税
制
と
す
る
こ
と
も
重
要

で
あ

る
。

ハ
.
高
齢
化

の
進
展
に
よ
り
、
公
的
年
金
等
控
除
な
ど

に
よ
る
課
税

ベ
ー
ス
の

縮
小
が
ま
す
ま
す
加
速
す
る
。
こ
の

『空
洞
化
』
を
是
正
す
る
た
め
に
は
、

課
税

ベ
ー
ス
を
拡
大
す
る
方
向

で
諸
控
除

の
あ
り
方
を
見
直
す
こ
と
が
必
要

で
あ
る
」

(前
出
、

一
二
六
頁
)
。

日

諸
控
除

の
見
直
し

課
税
最
低
限

の
引
下
げ
ー

ー

①

家
族
に
関
す
る
控
除

イ

人
的
控
除

の
簡
素
化

・
集
約
化

基
本
的
に
は
、
家
族
に
関
す
る
控
除
を
基
礎
控
除
、
配
偶
者
控
除
、
扶
養
控

除
に
簡
素
化

・
集
約
化
す
べ
き
と
考
え
る
。

a

特
定
扶
養
控
除
、
老
人
扶
養
控
除
等

の
様

々
な
割
増

・
加
算
措
置
、
勤
労

学
生
控
除
や
寡
婦

(夫
)
控

除
等

の
特
別
な
人
的
控
除
は
、
廃
止
を
含
め
、

制
度
を

で
き
る
か
ぎ
り
簡
素
化
す

べ
き
と
考
え

る
。

b

配
偶
者
特

別
控
除
に

つ
い
て
は
、
配
偶
者
控
除

の
上
乗
せ
と

い
う
仕
組
み

で
あ
る
た
め
、
配
偶
者

に

つ
い
て
は
世
帯
主
本
人
に
二

つ
の
控
除
が
適
用
さ

れ
る
こ
と
と
な
り
、
本
人
や
、
他

の
扶
養
親
族

に
か
か
る
配
慮
と
バ
ラ
ン
ス

を
失
す
る
こ
と
と
な

っ
て
い
る
。
ま
た
、
男
女
共
同
参
画
社
会

の
形
成

の
観

点
か
ら
は
、
男
女

の
社
会

に
お
け
る
活
動

の
選
択
に
対
し
中
立

で
な

い
と

い

う

指
摘
も
多

い
。
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
れ

ば
、
配
偶

者
特
別
控
除

に

つ
い
て

は
、
基
本
的

に
制
度
を
廃
止
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
な
お
、
そ
の
際
、

税
引
後
手
取
り

の
逆
転
現
象

に

つ
い
て
税
制
上
何
ら
か
の
配
慮
は
必
要

で
あ

ろ
う

。ロ

人
的
控
除
の
基
本
構
造

の
更
な
る
見
直
し

3
控
除

(基
礎
控
除
、
配
偶
者
控
除
、
扶
養
控
除
)

か
ら
な
る
人
的
控
除

の

基
本
構
造

の
更
な
る
見
直
し
に

つ
い
て
は
、
論
点
を
明
確
化
す
る
た
め
、
あ
え

て
次

の
三

つ
の
異

な
る
考
え
方
を
示
し
、
国
民
の
議
論

に
付
し
た

い
。

(考
え
方

1
ー
基
礎
控
除
、
配
偶
者
控
除
、
扶
養
控

除

の
三

つ
の
人
的
控
除

で

構
成
す
る
)

(考
え
方

2
1
配
偶
者
控
除
を
廃
止
す

る
と
と
も
に
、
扶
養
控
除

に

つ
い
て
は

児
童
及
び
老
齢
の
親
族
の
み
に
対
象
を
限
定
す

る
)

(考
え
方

3
1
配
偶
者
控
除
及

び
扶
養
控
除
を
廃
止
す

る

一
方
、
児
童

の
扶
養

に

つ
い
て
税
額
控
除
を
設
け
る
)

本
人
の
基
礎
控
除

の
み
と
す

る
と

の
考
え
方
を
徹
底

し

つ
つ
、
別
途
、
児
童

の
養
育

に
対
し
、
税
額
控
除
と

い
う
形

で
配
慮
す
る
も

の
。
所
得
控
除
と
異
な

り
、
所
得

の
多
寡

に
か
か
わ
ら
ず
同
等

の
配
慮
が
可
能
と
な
る

(た
だ
し
、
非

納
税
者

に
は
及
ば
な

い
)
」
。

②

高
齢
者

に
関
す
る
控
除

「
現
在
、
高
齢
者
本
人
に
対
し

て
は
、
老
年
者
控

除

(適
用
所
得
要
件

一
、

○
○
○
万
円
以
下
)
や
公
的
年
金
等
控
除

の
定
額
控
除
等

の
割
増
が
適
用
さ
れ

て
い
る
な
ど
、
税
負
担
面
で
様

々
な
配
慮

が
行
わ
れ

て
い
る
。

こ
う
し
た
観
点
を
踏
ま
え
、
老
年
者
控
除
に

つ
い
て
は
、
そ

の
適
用
所
得
要

件
を
見
直
す
な
ど
、
真
に
配
慮
す
べ
き
高
齢
者
に
対
す
る
控
除
と
し

て
の
位
置

づ
け
を
明
確

に
す

べ
き

で
あ
る
。
ま
た
、
公
的
年
金
等
控
除
に

つ
い
て
は
、
社
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会

保
険
料
控
除

が
あ

る
以
上
、
本
来
不
要
と
も

考
え
ら

れ

る
。
し
か
し
、
当

面
、
少
な
く
と
も
世
代
間

の
公
平
を
図
る
観
点
か
ら
、
定
額
控
除

の
割
増
と
老

年
者
控
除
と

の
関
係
を
整
理
す

る
な
ど
、
大
幅

に
縮
減
す
る
方
向

で
検
討
す
る

必
要
が
あ
る
。
な
お
、
社
会
保
険
料
控
除
等
に

つ
い
て
は
、
年
金
制
度

が
多
様

化
し
、
任
意
性

の
強

い
拠
出
も
見
ら
れ
て
き

て
い
る
の
で
、
そ

の
対
象
範
囲
を

吟
味
し
て

い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
」
。

③

給
与

・
退
職
金

に
関
す
る
控
除

「給
与
所
得
控
除
は
、

マ
ク

ロ
的

に
見
る
と
そ

の
総
額

(平
成

一
四
年
度
予

算

ベ
ー
ス
で
六
二

・
八
兆
円
)
は
、
給
与
総
額

(
二
二
二

・
八
兆
円
)

の
約
三

割

の
水
準
に
な

っ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
給
与
所
得
者

の
必
要
経
費

に
関
す
る
概

算
的
な
控
除
と
し
て
は
説
明
し
き
れ
な

い
高

い
水
準
と
言
え
る
。
主
要
国

に
お

け
る
勤
務
費
用
の
概
算
控
除
は
定
額

で
あ

っ
た
り
控
除
限
度
額
が
設
定

さ
れ

て

お
り
、
こ
れ
と
比
較
し
て
わ
が
国

で
は
控
除
額
の
上
限
が
な

い
点
も
問
題

で
あ

る
。上

記
の
よ
う

な
事
情
を
踏
ま
え

る
と
、
給
与
所
得
控
除

に

つ
い
て
は
、
勤
務

費
用

の
概
算
控
除
と
し
て
の
合
理
的
な
水
準
を
見
極
め

つ
つ
、
縮
減
を
図

る
方

向

で
検
討
す
る
必
要
が
あ

る
。

近
年
、
中
途
退
職

や
転
職

の
増
加
、
退
職
金

の
支
給
形
態

の
変
化
、
退
職
金

を
支
給
す

る
か
わ
り

に
給
与
を
増
額
す
る
企
業

の
存
在
な
ど
、
雇
用
環
境

や
慣

行
が
変
化

し
て
い
る
。

退
職
金

に
対
す
る
課
税

の
あ
り
方

に

つ
い
て
は
、
就
労
や
退
職
金
支
給

の
実

態
を
踏
ま
え

つ
つ
、
税
負
担

の
公
平

・
中
立
を
確
保
す
る
よ
う
見
直
す
必
要
が

あ

る
」
。

④

政
策
的
措
置
と
し
て
の
控
除

■
生
損
保
控
除

や
住
宅

ロ
ー

ン
控
除
な
ど
、
特
定

の
政
策
目
的

の
た
め

に
控

除
が
設
け
ら
れ
て
お
り
、
税
制

の
歪

み
を
助
長
し
、
さ
ら
に
は
空
洞
化

の

一
要

因
と
な

っ
て
い
る
。

今
般
、
人
的
控
除
な
ど

の
税
制

の
基
本
構
造

に
関
わ
る
部
分

に

つ
い
て
も
、

課
税

ベ
ー
ス
拡
大
と

い
う
視
点
か
ら
廃
止
、
縮
減

の
方
向
を
検
討
す
る
以
上
、

政
策
的
措
置
と
し
て
の
控
除

に

つ
い
て
は
、
よ
り
厳
し
く
そ

の
妥
当
性
を
吟
味

の
上
、
廃
止
を
含

め
見
直
す
必
要
が
あ
る
」

(前
出
、

一
二
七
～

一
二
九
頁
)
。

以
上
の
引
用
に
み
ら
れ
る
と
お
り
、

『基
本
方
針
』
は
、

『中
期
答
申
』

の
基

調
を

踏
襲

し

つ
つ
、
「
基
幹
税
と

し

て
本
来

果
す

べ
き

財
源
調

達
機

能
」

の

「
回
復
」

(増
税

・
増
収
)
と

「
課
税

ベ
ー

ス
の
拡
大
」

の
視
点
か
ら
、
個
人
所

得
課
税

(所
得
税

・
住
民
税
)

に
お
け
る
諸
所
得
控
除
の
全
面
的

で
徹
底
的
な

[
廃
止

・
縮
減
」
刷
簡
素
化

・
集
約
化
」
を
主
張

し
て
い
る
。

い
い
か
え
れ
ば
、

「
基
本
的
な
控
除

の
積

上
げ
」
と
し
て

の
課
税
最
低
限

の
引

下
げ
を
打
ち
出
し

て

い
る
。

具
体
的

に
い
え
ば
、
将
来
は
、
「
基
本
的
に
は
本

人
の
基
礎
控
除

の
み
と
す

る
と

の
考
え
方
」

に
事
実
上
立
ち

つ
つ
、
当
面

の
対
象
と

し
て
、
配
偶
者
特
別

控
除

(〇
三
年
改
正

で
、
専
業
主
婦

の

柵内
助

の
功
」
に
関
す
る
部
分

の
廃
止

決
定
)
、
特
定
扶
養
控

除

(〇
三
年
答
申

で
は
廃
止
予
定

で
あ

っ
た
が
、
最
終

的
に
見
送
り
)
、
老
人
扶
養

控
除
、
勤
労
学
生

控
除
、
寡
婦

(夫
)
控

除
、
給

与
所
得
控
除
、
老
年
者
控
除
、
公
的
年
金
等
控
除
、
さ
ら
に
は
生
損
保
控

除
や

住
宅

ロ
ー

ン
控
除
に
至
る
ま
で
、
「
廃
止

・
縮
減
」
「
簡
素
化

・
集
約
化
」

の
対
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象
は
広
範
か

つ
全
面

に
及
ん
で
い
る
。

さ
ら
に
加
え

て
、
税
率
構
造

に
関
し

て
も
、
「本
来
果
た
す

べ
き
財
源
調
達

機
能
や
所
得
再
分
配
機
能

の
発
揮

の
観
点
か
ら
考
え
れ
ば
、

こ
れ
以
上

の
税
率

の
引
下
げ
は
適
当

で
は
な

い
。
む
し
ろ
、
現
在

の
最
低
税
率

の
ブ
ラ
ケ

ッ
ト

の

幅
を
縮
小
す
る

こ
と
が
今
後

の
選
択
肢
と
し
て
考
え
ら
れ
る
」

(前
出
、

一
二

六
頁
)
と
し

て
い
る
。

こ
こ
に
言
う

「
最
低
税
率

の
ブ
ラ
ケ

ッ
ト

の
幅

の
縮
小
」
と
は
、
現
行

の
所

得
税

で
い
え
ば
、
最
低
税
率

一
〇
%
が
適
用
さ
れ
る
課
税
所
得

三
三
〇
万
円
以

下
を
、
た
と
え
ば
二
〇
〇
万
円
以
下
と
改
正
し
、
二
〇
〇
万
円
超

に

つ
い
て
は

上
位

の
ブ
ラ
ケ

ッ
ト

・
税
率

二
〇
%
を
適
用
す
る
と

い
う
も

の
で
あ
る
。
こ
う

し
た

「
最
低
税
率

の
ブ

ラ
ケ

ッ
ト

の
幅

の
縮
小
」
と

課
税

最
低

限

の
引

下
げ

が
、
低
所
得
層
に
お
け
る
課
税

ベ
ー
ス
の
著
し

い
拡
大
と
大
幅

な
大
衆
増
税
を

も

た
ら
す

こ
と
は
言
う

ま
で
も
な

い
。
こ
れ

が
、

『中
期
答
申
』

や

『基
本
方

針
』
が

い
う

「
財
源
調
達
機
能
」

の

「
回
復
」

の
主
た
る
中
味
で
あ
る
。

本
来
、
課
税

最
低
限
と
は
、
最
高

の
租
税
原
則
と
し
て
の
公
平
原
則

(応
能

課
税

・
応
能
負
担
)

の
重
要

で
具
体
的
な
構
成
要
件

の

一
つ
で
あ
り
、
累
進
税

率
と
不
可
分

の
対
を
な
す
。
資
本
主
義

下
の
所
得
分
配
が
、
格
差

の
存
在
と
そ

の
拡
大
傾
向
を
不
可
避

と
す
る
以
上
、
こ
の
二
つ
の
要
件

の
充
足
な
く
し
て
、

応
能
課
税

・
負
担
を
基
本
と
す
る
公
平
原
則

の
実
現
は
不
可
能

で
あ
る
。
課
税

上

の

[最
低
限
」

の
基
準

は
、
経
済
的
に
は

一
般
的
に
必
要
経
費

(給
与
所
得

に

つ
い
て

い
え

ば
労
働
力

の
再
生
産
費
)

で
あ
り
、
そ
の
法
的
表
現

(反
映
)

が
、
憲
法
第
二
五
条

「健
康

で
文
化
的
な
最
低

限
度

の
生
活
を
営
む
権
利
」
で

あ
り
、
そ

の
た
め
に
必
要
な
所
得

・
生
計
費
と

い
っ
て
よ
い
。

と
こ
ろ
が
、

『基
本
方
針
』
は
、
課
税
最
低
限

の
現
行

の
水

準
が
、
こ
う
し

た
基
本
概
念
と
生
活
実
態

に
照
ら
し
合
わ
せ
、
ど

の
程
度
見
合

っ
て
い
る
か
否

か
に
つ
い
て
、
検
討
と
検
証
を
充
分
行
わ
な

い
ま
ま
、
ほ
と

ん
ど
専
ら

「財
源

調
達
機
能
」

の

「
回
復
」

の
観
点
か
ら
、
諸
控
除

の

「
廃
止

・
縮
減
」
と
最
低

限

の
引
下
げ
、
そ
れ
に
よ
る
増
税

・
増
収

の
具
体
的
可
能
性
を
検
討
す
る
こ
と

に
終
始
し

て
い
る
。

た
と
え
ば
、
単
独
世
帯

(独
身
)
の
場
合
、
現
行

で
は
基
礎
控
除
三
八
万
円

(給
与
所
得
控
除

の
最
低
額
六
五
万
円
と
合

わ
せ

て
も

一
〇
三
万
円
)
が
基
本

的

に
は
課
税
最
低
限
と
な
る
が
、
こ
れ
で
も

っ
て

「
健
康

で
文
化
的
な
最
低
限

度

の
生
活
を
営
む
権
利
」
が
現
状
下
で
充
足
さ
れ
う

る
か
否

か

一
般
的

に

不
可
能
な
こ
と

は
明
ら
か
で
あ

ろ
う
。
配
偶
者
特
別
控
除

(所
得

]
○
○
○
万

円
以
下
の
場
合

に
限
り
適
用
)

の
見
直
し
に

つ
い
て
も
、
そ
れ
が
本
人
と
そ
の

家
族

の
最
低
限
度

の
生
活
を
営
む
上
で
必
要
か

つ
妥
当
か
否

か
と

い
う
観
点

で

は
な
く
、
配
偶
者
控
除
の

「上
乗
せ
と

い
う
仕
組
み
」

の
た
め
二
重

の
控
除

に

な

っ
て
い
る
、
「
他

の
扶
養
親
族

に
係

る
配
慮

と
バ
ラ
ン
ス
を
失
す

る
」
、
「
男

女

の
社
会
に
お
け

る
活
動

の
選
択
に
対
し

て
中
立
で
な

い
」
と

い
っ
た
主
と
し

て
形
式
上

の
理
由
か
ら
廃
止
を
打
ち
出
し

て
い
る
。
老
年
者
控
除

(適
用
所
得

一
〇
〇
〇
万
円
以

下
)
、
公
的
年
金
等
控
除

の
縮
減
、
見
直

し
等

々
に

つ
い
て

も
、
論
法
は
ま

っ
た
く
同
様

で
あ
る
。

ま
た
給
与
所
得
控
除
に

つ
い
て
も
、
「主
要
国

に
お
け
る
給
与
所
得
者

の
必

要
経
費

に
関
す
る
概
算
控

除
」
は
、

「
わ
が
国

の
給
与
所
得
控
除

に
比

べ
て
お

し
な
べ
て
相
当
に
低

い
」
、
■
現
行
の
わ
が
国

の
給
与
所
得
控
除

の
水
準
は
、
概

算
的

な
控

除

と
し

て
は
相
当

に
手
厚

い
」

(
『中
期
答

申
』
、
五
四
頁
)
と

し
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て
、
一
合
理
的
水
準
を
見
極

め

つ
つ
、
縮
減
を
図
る
方
向

で
検
討
す

る
必
要
が

あ
る
」

(
『基
本
方
針
』
、

一
二
九
頁
)
と
主

張
し

て
い
る
。
そ
し
て
、
そ

の
縮

減
幅

に

つ
い
て
、
主
要
国
並
と
す
れ
ば
、

「
マ
ク

ロ
的
に
給
与
収
入
総
額

の
三

割
程
度
」

の
現
行

の
控
除
水
準
は

コ

割
弱
程

度
」
に
な

る
と
試
算

し

て

い

る
。

(
『中
期
答
申
』
、
五
四
頁
)
。

つ
ま
り
、
こ
こ
で
も
給
与
所
得
控
除
を
最
低

限
度

の
生
活
維
持
と

い
う
観
点
か
ら
検
討
す
る
の
で
は
な
く
、
不
確

か
な
国
際

比
較

の
観
点

か
ら
、
そ
の
大
幅
な
引
下
げ
を
示
唆
す
る
試
算

を
行

っ
て

い
る
。

こ
の
よ
う

に
、
課
税
最
低

限
の
基
本
概
念

の
検
討
、
課
税
最
低
限

の
現
行
水

準

の
生
活
実
態

(実
感
)
と

の
照
合
と
検
証
を
怠
る
だ
け

で
な
く
、
課
税
最
低

限
と
最
低
生
活
費
を
リ

ン
ク
さ
せ
る
考
え
方

・
捉
え
方
そ

の
も

の
を
理
論
的
に

も
放
棄

し

つ
つ
あ

る
よ
う

に
み
え

る
。

[課
税
最
低
限

の
水
準

の
あ
り
方

に

つ
い
て
は
、
様

々
な
考
え
方
が
あ
り
ま

す
が
、
税
は
公
的
サ
ー
ビ

ス
を
賄
う
も

の
で
あ
り
、
公
的
サ
ー
ビ
ス
の
便
益
は

国
民
が
広
く
多
様
な
分
野
で
享
受
す
る
も

の
で
あ

る
こ
と
を
考
え

る
と
、
公
的

サ
ー
ビ
ス
を
賄
う
た
め

の
負

担
は
国
民
が
皆

で
広
く
分
か
ち
合
う

こ
と
が
基
本

で
し

ょ
う
。
こ

の
よ
う

な
個
人
所
得
課
税

の
負
担
を
累
進
性

の
下
で
広
く
分
か

ち
合
う
と

い
う
観
点
か
ら
は
、
課
税
最
低
限
が
あ
ま
り
高

い
こ
と
は
望
ま
し
く

な

い
も
の
と
考
え
ま
す
。

な
お
、
か

つ
て
わ
が
国
の
国
民

の
生
活
水
準
が
国
際
的

に
低
か

っ
た
時
期
に

は
、
生
活
費
か
ら

の
観
点
が
重
視
さ
れ
る
傾
向

に
あ
り
ま
し
た
。
そ

の
後
、
高

度
成
長
期
か
ら
安
定
成
長
を
経
て
、
国
民
の
所
得
水
準
は
大
幅
に
上
昇
す

る
と

と
も
に
、
国
民

の
保
有
資
産
も
相
当
程
度
増
加
し
て
き
て

い
ま
す
。

こ
の
よ
う

な
経
済
社
会

の
構
造
変
化
な
ど
に
鑑
み
る
と
、
課
税
最
低
限
に

つ
い
て
は
、
生

計
費

の
観
点
か
ら
の
み
で
は
な
く
、
個
人
所
得
課
税
を
通
じ
て
公
的
サ
ー
ビ

ス

を
賄
う
た
め

の
費
用
を
国
民
が
広
く
分
か
ち
合
う
必
要
性
な
ど
を
踏
ま
え

て
総

合
的

に
検

討
し

て

い
く
必

要
が

あ
り
ま
す
。
」

(
『中
期

答
申
』
、
四
九
～
五
〇

頁
)
。

十

と
こ
ろ
が
反
面
、
税
調
は
、
そ

の
性
格
上
当
然
と
は

い
え
、
高
額

の
所

得

・

資
産

に
関
連
す

る
分
野
で
は
、
課
税
最
低
限
に
関
す

る
の
と
は
極
め
て
対
照
的

な
分
析
と
提
言
を
行

っ
て
い
る
。
そ

の
象
徴
的
な
事
例
を
二
、
三
挙
げ

て
お
こ

・
つ

。O

税
率
構
造

税
率
構

造

に
関

し

て
は
、
先

述

の
と

お
り
、
一今

後

の
選

択
肢
」

と

し

て

「
最
低
税
率

の
ブ

ラ
ケ

ッ
ト

の
幅

の
縮
小
」
と

い
う
面
に
、
ほ
と
ん
ど
専

ら
論

点
が
集
中
さ
れ
、
対
極
と
し
て

の
最
高
税
率
に

つ
い
て
の
言
及
が
な

い
。

「近
年

の
わ
が
国

の
所
得
分
布

の
状
況
は
、
か

つ
て

の
よ
う
な
平
準
化

の
動

き
は
見
ら
れ
ず
、
今
後
、
就
業

・
雇
用
形
態

の
多
様
化
な
ど
が
所
得
等

の
格
差

を

拡
大
す

る
方
向

に
働
く

可
能

性
」

(
『基
本
方

針
』
、

=
二
九
頁
)
を
承

認

し
、
ま
た

「
財
源
調
達
や
所
得
再
分
配
な
ど
、
基
幹
税
と
し

て
本
来
果
た
す

べ

き
機

能

の
回
復

が
求

め
ら

れ

て

い
る
」

(同
、

一
四

〇
頁
)
と
・王
張

し

な
が

ら
、
し
た
が

っ
て
、
こ

の
立
場
を

一
貫
す
れ
ば
、
最
高
税
率

(
八
三
年

で
は
七

五
%
、
現
行
三
七
%
ー
拙
稿
、
上
、
第

6
表
)

の
再
引
上
げ
と
所
得
格
差

の
拡

大

に
見
合
う
税
率
構
造

の
再
見
直

し
が
主
張
さ
れ
て
然
る
可
き
な

の
に
、

こ
の

観
点
か
ら
の
言
及
は

一
切
な

い
。
あ
る

の
は
逆
に
、
そ

の
引
き
下
げ
に

つ
い
て
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図8国 民負担率の内訳の国際比較
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■
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一

團
2.0%

11.9%

「 r ■

10.0%

1個 人所 得 課税 ト_

22.5%

「

3.fi%

-

8.6%一
「 ■

o.o%

難鰯4.3蠣 ・

7.5%

醒耀
護.一 一
闇...一 一

(17.2)

日 本

(2000年 度)

1閣 一3.7%國i藝 翻 一4.6%華 §

1財 政 赤 字 ト

一10 .0%
,

〔老年人 ロ比率 〕

-20 .0%

112.6)(15.8)(15.2)(15.2)

アメリカ イギリス ドイツ フラ ンス
'(

1997年)(1996年 〉(1997年)(1997年)

(注)1.日 本は12年度当初予算ベース。日本以外は「RevenueStatistics1965-1998(OECD)」 「NationalAccounts(OECD)及 び各国資料により作成。
2.租 税負担率は国税及び地方税合計の数値である。また所得課税には資産性所得を含む。
3.日 本の法人所得課税の租税負担率(4.3%)の 内訳は国税2.6%、 地方税1.7%
4.財 政赤字の国民所得比は、日本及びアメリカについては一般政府から社会保障基金を除いたベース、その他の国は一般政府ベースである。
5.老 年人ロ比率は、日本については2000年 度の数値(「日本の将来推計人ロ」(国立社会保障・人ロ問題研究所、平成9年1月 推計)に よる)、その他の
国は1995年 度の数値{国 連推計による)である。

出 所:前 出 『中期 答 申 』、197頁 。

表12所 得税の課税最低限の国際比較

日本 アメ リカ イギリス ドイ ツ フ ラ ンス

夫婦子2人 の給与所得者 384.2(368.4)万 円
21,883ド ル

245.0万 円

6,305ポ ン ド

113.4万 円

64,153マ ル ク

384.9万 円

163,543フ ラ ン

294.3万 円

夫婦子1人 の給与所得者 283.3(269.8)万 円
19,083ド ル

213.7万 円

6,305ポ ン ド

113.4万 円

52,003マ ル ク

312.0万 円

141,319フ ラ ン

254.3万 円

夫婦のみの給与所得者 220.0(209.5)万 円
12,950ド ル

145.0万 円

6,305ポ ン ド

113.4万 円

36,505マ ル ク

219.0万 円

119,112フ ラ ン

214.4万 円

独身の給与所得者 114.4(110.7)万 円
7>200ド ル

80.6万 円

4,335ポ ン ド

78.0万 円

19,495マ ル ク

116.9万 円

74,682フ ラ ン

134.4万 円

(注)1.

2.

3.

出所:

日本の欄の()内 は社会保険料控除の近似式の係数改訂前のものである。

夫婦子2人 の場合、 日本は子のうち1人 が特定扶養親族に該当するものとし、アメリカは16歳 以下に該当する

ものとして計算 している。

換算 レー一トは1ド ル=112円 、1ポ ンド=180円 、1マ ルク=60円 、1フ ラン=18円 。

同 上 、210頁
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表13人 的 控 除額一覧('Q2年 度 、現行)

(113)

項 目 所得税
(参考)
住民税

基 礎 控 除 38 33

配
偶
者
控
除

イ 控除対象配偶者

ロ 老人控除対象配偶者(70歳 以上)

38

48

33

38

配偶者特別控除 (最 高)38 (最 高)33

扶
養
控
除

イ 扶養親族

ロ 特定扶養親族(16歳 以上23歳 未満)

ハ 老人扶養親族(70歳 以上)

38

63

48

33

45

38

同居老親等加算

同居特別障害者加算

+10

+35

+7

+23

老 年 者 控 除 50 48

障害者、寡婦、寡夫、勤労学生控除 27 26

特別障害者 40 30

特定の寡婦加算 +8 +4

出所:前 出 「日本の税制」、平成14年 度版、71頁 。

で
あ

っ
て
、
こ
れ
以
上

の
引
下
げ
は
当
面
は
無
理
だ
と

い
う

に
す
ぎ
な

い

(同

上
、

一
四
〇
頁
)
。

⇔

「
二
元
的
所
得
税
」

個
人
所
得
課
税

の
あ
り
方

に

つ
い
て
の
今
後

の
方
向
性
と

し

て
、
税
調

は

「
二
元
的
所
得
税
」
を
検

討
課
題
と
し
て
提
起
し
て

い
る
。

「
『
二
元
的
所
得
税
』

の
考
え
方
は
、
資
本
は
労
働
よ
り
も
流
動
的
で
あ
る
こ

と
を
前
提
と
し

て
、
『勤
労
所
得
』

に
対
し

て
累
進
税
率
を
適
用
す

る

一
方
、

『資
本
所
得
』

に
対
し
て
は

『勤
労
所
得
』
に
適
用
す
る
最
低
税
率
、
更

に
は

法

人
税

率
と
等
し

い
比
例
税
率

で
分
離
課
税

す
る
も

の
で
あ

る
。

こ
れ
に
よ

り
、
資
本
取
引

へ
の
課
税

の
効
率
性
、
中
立
性
や
、
生
涯
を
通
じ
た
税
負
担

の

水
平
的
公
平
性

の
確
保
等
が
図
ら
れ
る
」

(
『基
本
方
針
』

一
四
〇
頁
)
。

み
ら
れ
る
と
お
り
、
課
税
対
象

の
所
得
を
、
給
与
所
得
や
個
人
事
業
所
得
な

ど
勤
労
性

の
所
得

・
「
勤
労
所
得
」
と
、
利
子
、
配
当
、
株

・
十
地
売
却
益
な

ど
資
産
性

の
所
得

・
「資

本
所
得
」
と

に

「
二
元
」
化

(
二
分
)
し
、
前
者
に

は
累
進
税
率
を
適
用
し
、
後
者

に
は

「
流
動
的
」
で
あ
る
こ
と
等
を
理
由

に
、

低
率

の
比
例
税
率
に
よ
り
分
離
課
税
す
る
、
と

い
う
も

の
で
あ
る
。
公
平

の
原

則
、
す
な
わ
ち
応
能
課
税

・
負
担

の
原
則
に
ま

っ
た
く
逆
行

(否
定
)
す
る
税

制

で
あ
る
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な

い
。

し
か
し
、
実
質
的
に
は
、
現
行

の
わ
が
国
税
制
は
事
実
上
す

で
に

」
二
元
的

所
得
税
」
が
導
入
さ
れ
た
も
同
然

の
実
態
と
な

っ
て

い
る
と

い
っ
て
よ

い
。
総

合

・
累
進
課
税
は
建
前
上
は

一
応
生
き

て
い
る
も

の
の
、
資
産
性
所
得

の
ほ
と

ん
ど
が
、
特
例

(す
で
に
本
則
化
さ
れ
た
特
例
も
含
む
)
措
置

に
よ
り
低
率

・

分
離
課
税
と
さ
れ
て

い
る
か
ら

で
あ
る
。

(拙
著

『現
代
租
税
論

の
再
検
討
』
、
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増
補
版
、

二
二
八
～
二
三
七
、
二
五
九
頁
参

照
)
。

「
当
調
査
会

は
、
わ
が
国
所
得
課
税

の
あ
り
方
に

つ
い
て
、
包

括
的
所
得
税

論

の
立
場
に
立
脚

し

つ
つ
、
総
合
課
税

へ
の
移
行
を
目
標
と
し

て
き
た
」

(前

出
、

一
四

一
頁
)
と
述
べ
て
い
る
が
、
実
際
に
は
、
事
実
上

の

「
二
元
化
」
に

よ
る
分
離
課
税
化
と
税
率
構
造

の
フ
ラ

ッ
ト
化

の
推
進

に
よ

っ
て
、
総
合

・
累

進
課
税
は
著

し
く
骨
抜
き
に
さ
れ
て
き
た
。
「
二
元
的
所
得
税
」

の
導
入
と

い

う
今
次
税
調
の
提
起

は
、
分
離
課
税
を

"本
則
"
化

し
、
事
実
上

の

「
二
元
的

所
得
税
」
制
を
名
実
と
も
に
仕
上
げ

る
意
味
を
も

つ
に
す
ぎ
な

い
。

税
調
が
今
次
改
め
て

「
二
元
的
所
得
税
」

の
導
入
を
提
起

し
た
直
接

の
契
機

は
、

「金
融

(所
得
)
税
制

の

『
一
元
化
』
」

(
『基
本
方
針
』
、

一
四

一
頁
)

に

あ
る
。
先
に
述

べ
た
と

お
り
、
現
行

で
も

「金
融
所
得
」

(資
産

性
所
得

の
う

ち
金
融
資
産
か
ら
生
ず
る
所
得
)
に
は
大
幅

に
分
離
課
税

が
特
例
に
よ
り
導
入

さ
れ

て
い
る
が
、
そ

の
種
類

に
よ

っ
て
所
得
金
額

の
計
算
方
法

が
異
な

っ
た

り
、
税
率
が
不
統

一
で
あ

っ
た
り

す
る
た

め
、
諸

「
金
融
所

得
」
を

「
一
元

(
一
体
)
化
」

し
て
、
こ

の
所
得
内

で
の
損
益
通
算
を
認
め
、

一
本

の
比
例
低

率

の
分
課
税

に
す
る
と

い
う
構
想

で
あ

る
。

こ
れ

に
よ

っ
て

コ

一元
的
所
得

税
」
を

い
わ
ば
完
成
し
よ
う
と

い
う
も
の
で
あ
る
。
そ
し

て
事
実
、
〇

一
年
度

以
降

の
税
制
改
正
に
お

い
て
、
そ

の
方
向

へ
の
具
体
的

ス
テ
ッ
プ
が
踏
出
さ
れ

(注
)

て

い
る
。
「株
式
市
場

の
活
性
化
」
を
理
由

(口
実
)
と
す
る
株
譲
渡

(売
却

益
)
所
得
と
配
当
所
得

に
関
る

一
連

の
改
正
が
、
そ
れ
で
あ
る
。

(
注

)

イ

株
式
等
譲
渡
所
得

(〇

一
～
〇
二
年
度
)

ω

源
泉
分
離
選
択
課
税
は
〇
二
年
末
を
も

っ
て
廃
止
し
、
申
告
分
離
課
税
に

一

本
化
す
る
。

ω

税
率

は
二
六
%

(う
ち
住
民
税
六
%
)
か
ら
二
〇
%

(同
上
五
%
)

へ
引
き

下
げ

る
。

的

譲
渡

損
失
に
つ
い
て
は
、
そ

の
年
に
控
除
し
き
れ
な

い
分
に
つ
い
て
、
翌
年

以
降

三
年

に
わ
た
り
繰
越
控
除
を
認
め
る
。

㈲

時

限
的
な
優
遇
措
置

(特
例
)
と
し
て
、
①

一
年
超

の
長
期
保
有
上
場
株
式

に

つ

い
て
、
〇
五
年

ま
で

の
間

に
譲
渡
し
た
場
合
、

一
〇
%
の
軽
減
税
率

(う
ち

三
%
住
民
税
)
適
用
、
②
同
上

の
株
式
に
つ
い
て
、

一
〇
〇
万
円

の
特

別
控

除

の
特
例

の
適
用
期
限
を
〇
五
年
ま
で
延
長
、
③
〇

一
・
一
一
・
三
〇

～
〇

二
年
末
に
購
入
し
た
上
場
株
式

に
つ
い
て
、
〇
五
～
〇
七
年

の
問
に
譲

渡
し
た
場
合
、
購
入
額

一
、
O
O
O
万
円
ま

で
の
譲
渡
益
非
課
税
、
④
特
定

口
座

内
で

の
上
場
株
式

の
譲
渡
に

つ
い
て
、
口
座
外

の
分
と
区
別
し
、
選
択

に
よ
り
、
源
泉
徴
収

の
上
、
申
告
不
要
と
す
る
。

ロ

同

上

(〇
三
年
度
)

ω

平
成

一
五
年

一
月

一
日
以
後
五
年
間
に
上
場
株
式
等
を
譲
渡
し
た
場
合
に
お

け
る
上
場
株
式
等

に
係
る
譲
渡
所
得
等

の
金
額
に

つ
い
て
、
七
%

の
優
遇
税

率
に
よ
り
課
税
す
る
特
例
を
創
設
す
る
。

ω

上
記
ω

の
特
例
の
創
設
に
伴

い
、
次

の
特
例
を
廃
止
す
る
。

①

長
期
所
有
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
所
得
等

に
対
す
る
暫
定
税
率

の
特

例

②

長
期
所
有
上
場
特
定
株
式
等

の
譲
渡
所
得
に
係
る

一
〇
〇
万
円
特
別
控

除

の
特
例

ハ

株

式
等
配
当
所
得

(〇
三
年
度
)

1

配
当
課
税

の
見
直
し

ω

上
場

株
式
等

の
配
当
等
に
対
す
る
源
泉
徴
収
税
率
の
特
例
の
創
設

平

成

一
五
年
四
月

一
日
以
後
に
支
払
を
受

け
る

一
定

の
上
場
株
式
等

の
配

当
等

に

つ
い
て
、
源
泉
徴
収
税
率
を

一
五
%

(本
則
二
〇
%
)
に
軽
減
す
る

特
例

を
創
設
す
る
。
平
成

一
五
年
四
月

一
日
以
後
五
年
間
に
支
払
を
受
け
る

上
記

の
上
場
株
式
等

の
配
当
等
に
係
る
源
泉
徴
収
税
率
に

つ
い
て
は
、
平
成

一
五
年
四
月

一
日
か
ら
同
年

一
二
月
三

一
日
ま

で
は

一
〇
%
、
平
成

一
六
年

一
月

一
日
か
ら
平
成

二
〇
年
三
月

三

]
日
ま

で
は
七
%

の
優
遇
税
率
を
適
用
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す
る
。

吻

上
場
株
式
等
の
配
当
所
得
に
係
る
申
告
不
要
の
特
例

の
適
用
上
限
額

の
撤
廃

少
額
配
当
の
申
告
不
要

の
特
例
の
対
象
と
な
る
配
当

等

の
う
ち
平
成

一
五

年
四
月

一
日
以
後
に
支
払
を
受
け
る

一
定

の
上
場
株
式

等

の
配
当
等
に

つ
い

て
は
、

一
回
の
支
払
金
額
に
係
る
適
用
上
限
額
を
撤
廃
す
る
。

周

株
式
等

に
係
る
配
当
所
得
の
三
五
%
源
泉
分
離
選
択

課
税

の
特
例
は
、
平
成

一
五
年
三
月
三

一
日
を
も

っ
て
廃
止
す
る
。

2

投
資
信
託
課
税

の
見
直
し

公
募
株
式
投
資
信
託
に
つ
い
て
は
、
平
成

一
六
年

一
月

一
日
以
後
、
現
行

の
利
子

並
み
課
税

の
対
象
か
ら
除
外
し
た
う
え
、
次

の
措
置
を
講
ず

る
。

ω

公
募
株
式
投
資
信
託

の
収
益
の
分
配
を
上
記

1
ω

の
源
泉
徴
収
税
率

の
特

例
及
び

1
吻

の
適
用
上
限
額
を
付
さ
な

い
申
告
不
要

の
特
例

の
対
象
と
す

る
。

図

公
募
株
式
投
資
信
託

の
償
還

・
中
途
解
約
に
よ
る
損
失
に
つ
い
て
、
株
式
等

に
係
る
譲
渡
所
得
等

の
金
額
と
の
通
算
を
可
能
と
す
る
。

口

相
続

・
贈
与
税

現
行

・
資
産
課
税

の
中
心
を
な
す
相
続

・
贈
与
税

に

つ
い
て
も
、
税
調

の
答

申
を
受
け
て
、
大
き
な
改
正
が
〇
三
年
度
に
実
施
さ
れ
た
。
そ

の

一
つ
は
、
相

続
時
清
算
課
税
制
度
す
な
わ
ち
相
続
税

・
贈
与
税

一
体
課
税
制
度

の
導
入
で
あ

る
。
「高
齢
化

の
進
展
を
踏

ま
え

て
、
高
齢
者

の
保
有
す
る
資
産

を
次
世
代

に

円
滑
に
移
転
し
」
、
「
デ

フ
レ
不
況

の
脱
却
」
を
図
る
こ
と
が
目
的
と
さ
れ

て
い

る
。
具
体
的
に
は
、
生
前
贈
与
を

二
五
〇
〇
万
円
ま
で
非
課
税
と
し
、
相
続
時

に
贈
与

・
相
続
を
通
算
し
て
課
税
額
を
確
定
す
る
と

い
う
も

の
で
あ
る
。

二

つ
は
、
そ
し
て
資
本
優
遇
税
制

の
強
化
と

い
う
観
点

か
ら
、
よ
り
重
要
な

切

意
を
も

つ
も

の
が
、
最
高
税
率

の
大
幅
引
下
げ
と
税
率
区
分

の
拡
大

で
あ
る
。

α

か

つ
て
税
制
抜
本
改
革
時
に
所
得
税
率
構
造

の
大
幅
な

フ
ラ
ッ
ト
化
が
実
施
さ

れ
た
こ
と
は
再
三
述

べ
て
き

た
が

(拙
稿
、
上
、
第

6
表
参
照
)
、
そ

の
際
改

正
が
見
送
ら
れ
、
政
府

・
税
調

に
と

っ
て
い
わ
ば
懸
案
事
項
と
し
今

日
ま

で
残

さ
れ
て
き
た
問
題

で
あ
る
。
そ
れ
が
〇
三
年
度
改
正
に
よ
り
、
相
続
税
が

八
〇

〇
万
円

の

一
〇
%
～

二
〇
億
円
超

の
七
〇
%

の
九
段
階
か
ら
、

一
〇
〇
〇
万
円

以
下
の

一
〇
%
～
三
億
円
超

の
五
〇
%

の
六
段
階

へ
、
ま
た
贈
与
税
が

一
五
〇

万
円
以
下

の

一
〇
%
～

一
億
円
超

の
七
〇
%
か
ら
、
二
〇
〇
万
円
以
下

の

一
〇

%
～

一
〇
〇
〇
万
円
超

の
五
〇
%

へ
そ
れ
ぞ
れ
改
正
さ
れ
た
。

十

一

税
率

ア

ッ
プ
を
中
心
と
す

る
消
費
税
増
税
、
諸
所
得
控
除

の
改
廃

に
よ

る
課

税
最
低
限

の
引

下
げ
に
次

い
で
、
大
衆
増
税
的

な
性
格

を
強
く
も

っ
た

第
三

が
、
法
人
事

業
税

へ
の
外
形
標
準

課
税

の
導

入

で
あ

る
。
そ
し

て
こ
れ
も
、

『中
期
答
申
』

『基
本
方
針
』

の
提
起

に
基
本
的
に
沿

っ
て
、
差
し
当
り
資
本
金

一
億
円
超

の
法
人
を
対
象
と
し

て
、
外
形
基
準

の
割
合
を

四
分

の

一
と
す

る
外

形
標

準
課
税
制
度

が
、
〇
三
年

度
税
制
改
正

の

一
環

と
し
て
創

設
さ
れ

た
。

も

っ
と
も
今

回
は
、
対
象

が

一
億
円
超

の
法
人
に

一
応
限
定
さ
れ
、

一
般

化
は

回
避

さ
れ
た
が
、
外
形
標
準
課
税
導
入

の
趣
旨
と
当
初

の
方
針
か
ら
し

て
、

い

ず
れ
近

い
将
来
、
対
象
範
囲
が
資
本
金

一
億
円
以
下
の
中
小
法
人

(と
り
わ
け

赤
字
法
人
)
に
ま

で
拡
大
さ
れ
て

い
く
の
は
必
至
と

い

っ
て
よ

い
で
あ

ろ
う
。

こ
の
意
味

で
、
大
衆
増
税
強
化
と

い
う
観
点
か
ら
、
問
題

の
所
在
を
A
二

度
み

て
お
く
必
要
が
あ
る
。

要
旨
は
以
下

の
と
お
り
で
あ
る
。

O

対
象
法
人
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付
加
価
値
額
及
び
資
本
等

の
金
額
に
よ
る
外
形
標
準
課
税
の
対
象
と
な
る
法

人
は
、
資
本

の
金
額
又
は
出
資
金
額

(「資
本
金
」
)
が

一
億
円
を
超
え
る
法
人

と
す
る
。

口

課
税
標
準
及
び
算
定
方
法

対
象
法
人
に
対
し
、
所
得
割
、
付
加
価
値
割
及
び
資
本
割
の
合
算
額
に
よ

つ

て
法
人
事
業
税
を
課
す
る
も
の
と
す
る
。

①

課
税
標
準

所
得
割
、
付
加
価
値
割
及
び
資
本
割

の
課
税
標
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す

る
。

イ

所
得
割

各
事
業
年
度

の
所
得
及
び
清
算
所
得

ロ

付
加
価
値
割

各
事
業
年
度
の
付
加
価
値
額

ハ

資
本
割

各
事
業
年
度
の
資
本
等
の
金
額

②

課
税
標
準
の
算
定
の
方
法

イ

所
得
及
び
清
算
所
得

所
得
及
び
清
算
所
得

の
算
定
の
方
法
は
現
行
ど
お
り
と
す
る
。

ロ

付
加
価
値
額

付
加
価
値
額
は
各
事
業
年
度
ご
と
に
算
定
す
る
も
の
と
し
、
各
事
業
年

度
の
収
益
配
分
額

(報
酬
給
与
額
、
純
支
払
利
子
及
び
純
支
払
賃
借
料
の

合
計
額
)
と
各
事
業
年
度
の
単
年
度
損
益
を
合
算
す
る
こ
と
に
よ
り
算
定

す
る
。

ω

収
益
配
分
額

A

報
酬
給
与
額

各
事
業
年
度
に
お
い
て
事
務
所
又
は
事
業
所
の
従
業
者
等
の
労
働

に
対
し

て
支
出
さ
れ
る

べ
き
報
酬
、
給
料
、
賃
金
、
賞
与
及
び
退
職

給
与
並
び
に
こ
れ
ら

の
性
質
を
有
す
る
も

の

(原
則
と
し
て
法
人
税

に
お

い
て
損
金

の
額

に
参

入
さ
れ
た
も

の
に
限
る
。
)

の
金
額
を
合

計
し
た
も

の
と
す

る
。

B

純
支
払
利
子

各
事
業
年
度
に
お

い
て
支
払
う

べ
き
支
払
利
子

の
合
計
額
か
ら
、

こ
の
合
計
額
を
限
度
と
し

て
、
各
事
業
年
度

に
お
い
て
支
払

い
を
受

け
る
べ
き
受
取
利
子

の
合
計
額
を
控
除
し
た
も

の
と
す
る
。

C

純
支
払
賃
借
料

各
事
業
年
度

に
お

い
て
支
払
う
べ
き
十
地

及
び
家
屋
に
係

る
賃

借

料
そ
の
他
経
済
的
な
性
質

が
こ
れ
に
準
ず

る
も

の
の
合
計
額
か
ら
、

こ

の
合
計
額
を
限
度
と
し
て
、
各
事
業
年
度

に
お

い
て
支
払

い
を
受

け
る
べ
き
こ
れ
ら
の
も

の
の
合
計
額
を
控
除
し
た
も

の
と
す
る
。

D

収
益
配
分
額
に
係
る
雇
用
安
定
控
除
の
特
例

報
酬
給
与
額
が
収
益
配
分
額

の
七
〇
%
相
当
額
を
超
え
る
場
合

に

は
、
当
該
超
え

る
額

(雇
用
安
定
控
除
額
)
を
収
益
配
分
額
か
ら
控

除
す
る
。

回

単
年
度
損
益

各

事
業
年
度

の
単
年
度
損

益
は
、
欠
損
金

の
繰
越
控
除
を

行
わ

な

か

っ
た
も

の
と
し
た
場
合
に
お
け
る
法
人
事
業
税

の
所
得
と
す
る
。

な
お
、
各
事
業
年
度

の
単
年
度
損
益

の
計
算

に
お

い
て
欠
損
金
額

が

生
じ
た
場
合
に
は
、
当
該
欠
損
金
額
を
収
益
配
分
額
か
ら
控
除
す

る
。

ハ

資
本
等

の
金

額
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わ

資
本
等

の
金
額

資
本
等

の
金
額
は
、
各
事
業
年
度
ご
と
に
算
定
す
る
も

の
と
し
、
原

則
と
し
て
、
各
事
業
年
度
終
了

の
日
に
お
け
る
資
本
等

の
金
額

(資
本

金
と
資
本
積
立
金
額

の
合
計
額
)
と
す
る
。

回

資
本
等

の
金
額
が

一
定

の
金
額
を
超
え

る
法
人
に
係
る
特
例

資
本
等

の
金
額
が

一
、
○
○
○
億

円
を
超
え

る
法
人

に
つ
い
て
は
、

一
、
○
○
○
億
円

に
次

に
掲
げ
る
資
本
等

の
金
額

の
区
分
に
応
じ
、
次

に
定
め
る
率
を
乗
じ

て
得
た
金
額

の
合
計
額
を
加
え
た
金
額
を
資
本
割

の
課
税
標
準
と
す
る
。
た
だ
し
、
資
本
等

の
金
額
が

一
兆
円
を
超
え

る

場
合

に
は
、
資
本
等

の
金
額
を

一
兆
円
と
み
な
し
て
計
算
す

る
も
の
と

す
る
。

A

一
、
○
○
○
億
円
を
超
え
、
五
、

○
○
○
億
円
以
下

の
部
分

五

〇
%

B

五
、
○
○
○
億
円
を
超
え

、

一
兆
円
以
下
の
部
分

二
五
%

日

税
率

①

標
準
税
率

所
得
割
、
付
加
価
値
割
及
び
資
本
割
に
係
る
標
準
税
率
は
、
次

の
と
お
り

と
す
る
。

(表

14
)

②

制
限
税
率

都
道
府
県
は
、
上
記
①

の
標
準
税
率
を
超
え
る
税
率
で
法
人
事
業
税
を
課

す

る
場
合
に
は
、
当
該
標
準
税
率

の
そ
れ
ぞ
れ

一
・
二
倍
を
超
え
る
税
率

で

課
す
る

こ
と
が

で
き
な

い
。

四

そ

の
他

表14法 人事業税の税率(資 本金1億 円超)

所 得 割 付加価値割 資 本 割

標 準税 率

所得のうち年800万 円を超える

金額及び清算所得
7.2%

0.48% 0.2%

}

所得のうち年400万 円を超え、

年800万 円以下の金額
5.5%

所得のうち年400万 円以下の金

額
3.8%

1

現

在
、
電

気

供

給

業
、
ガ

ス
供

給

業
、
生
命
保
険
業
及
び
損
害
保
険
業

の

四
業
種
に

つ
い
て
は
、
収
入
金
額
に
よ

る
外
形
標
準
課
税
が
行
わ
れ
て
い
る
。

今
後
、
こ
れ
ら
の
法
人

の
地
方
税
体
系

全
体
に
お
け
る
位
置
付
け

や
個
々
の
地

方
公
共
団
体

の
税
収

に
与
え
る
影
響
等

も
考
慮
し

つ
つ
、
こ
れ
ら

の
法
人
に
対

す
る
課
税

の
枠
組
み
に
、
付
加
価
値
額

及
び
資
本
等

の
金
額
に
よ
る
外
形
標
準

課
税
を
組

み
入
れ
て
い
く

こ
と
を
検
討

す
る
。

以
上

の
要
旨
に
み
ら
れ
る
と
お
り
、

〇
三
年
度
に
導
入

(適
用
は
〇
四
年
度

よ
り
)

さ
れ
た
外
形
標
準
課
税
は
、
外

形
基
準
割

(付
加
価
値
割
、
資
本
割
)

と
所
得
割

の
併
用
方
式
を
採
用
し
、
ま

た
対
象
法
人
は
資
本
金

一
億
円
超

に
限

定
し
、
無
差
別
に
す

べ
て
の
法
人
に

一

般
的

に
適
用
す
る
こ
と
は
政
治
的

に
回

避
さ
れ
た
。
し
か
し
、
消
費
税

の
導
入

と
そ

の
後

の
経
過
も
示
す
と
お
り
、
財
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区 分
10年 度改正前 11年 度改正前 11年 度改正後

区 分 等 税率 区 分 等 税率 区 分 等 税率

収入金額課税法人 収入金額 1.5% 収入金額 1.5% 収入金額 1.3%

所得金額

課税法人

一般法人

～350万 円

350万 円超 ～700

万 円

700万 円超

6%

9

12%

～400万 円

400万 円 超～800

万 円

800万 円 超

5.6%

8.4%

11%

～400万 円

400万 円超 ～800

万 円

800万 円超

5%

7.3%

9.6%

清算所得 12% 清算所得 11% 清算所得 9.6%

特別法人

～350万 円

350万 円 超

6%

8%

～400万 円

400万 円 超

5.6%

7.5%

～400万 円

400万 円超

5%

6.6%

清算所得 8% 清算所得 7.5% 清算所得 6.fi%

(備考)特 別法人とは、協同組合等、証券取引所及び商品取引所、医療法人。

源
難
と

"
応
益
"
課
税
を
根
拠

に
し
て
、

い
ず

れ
時
期
を
み
て

一
般
化

へ
早
晩

動
き
だ
す

こ
と

は
必
至
と

い
っ
て
よ

い
で
あ
ろ
う
。

そ
う
な
れ
ば
、
批
判
者
側
か
ら

一
般

に
指
摘

さ
れ
て

い
る
と
お
り
、
零
細
な

中
小
の
赤
字
法
人
に
も
外
形
を
基
準
と
す
る
新
規
課
税
が
求
め
ら
れ
る

(現
行

で
も
法
人
住
民
税

〈
均
等
割

〉
や
固
定
資
産
税
は
納
付
)
。
こ
れ
は
事
実
上
、

必
要
経
費
と
し
て
の
課
税
最
低
限
以
下

へ
の
新
規
課
税
と
担
税
力
の
小
さ
い
法

人

へ
の
重
課
と

い
う
点

で
、
公
平

(応
能
)
課
税
の
大
原
則

に
逆
行
す
る
。
ま

た
、
外
形
基
準
の
重
大
項
目
を
な
す

「収
益
配
分
額
」
に
占
め
る

「報
酬
給
与

額
」
の
比
重

が
、

一
般

に
中
小
法
人
ほ
ど
比
較
的
に
高

い

(労
働
集
約
的
)
こ

と
を
考
慮
に
入
れ
れ
ば
、
外
形
標
準
課
税
は
中
小
法
人
に
よ
り
重
い
負
担
を
課

し

、

ひ
い
て
は
中
小
法
人

の
経
営
不
安
と
人
件
費
削
減

・
雇
用
リ

ス
ト
ラ

「合

理
化
」
を
加
速
す

る
要
因
と
も
な
る
。

こ
れ
が
予
想
さ
れ
る
新
税

の

"
イ
ン
セ

ン
テ
イ
ブ
"

で
あ
る
。

こ
う
し
た
意
味

で
、
外
形
標
準
課
税

の

一
般
化
は
認
め

ら

れ
な

い
。

今
後
の
方
向
性
と
し
て
、
の
応
能
負
担
に
よ
る
所
得
課
税
と
い
う
現
行
制
度

(
一
般

法

人

に

つ

い

て

い
え

ば
、

五

%
、

七

・
三

%
、

九

・
六

%

の
三
段

階

・

累
進

課
税
i
表

15
参

照
)
を
維

持
し
た
う
え

で
、
累
進
性

を
所
得
格

差

に
見

合

っ
て
い

っ
そ
う
強
化
す

る
。
口
多
く

の
各
種

の
租
税
特
別
措
置
に
よ
り
所
得

が
不
当

に
圧
縮
さ
れ
、
そ
の
結
果
、
た
と
え
ば
資
本
金
五
億
円
以
上

の
大
企
業

で
も
税
制
上

の

"
赤
字
"
法
人
が
、
し
た
が

っ
て
現
行
事
業
税
不
納
の
大
法
人

が
少
な
か
ら
ず
存
在
す

る
実
状
に
鑑

み
、

(
こ
の
点
、
差

し
当

り
前
掲
拙
著

一

九
六
頁
参

照
)
、
応
能
負

担
を
補
完
す

る
観
点
か
ら

(こ

の
点

に

つ
い
て
も
、

差
し
当
り
拙
著
、

二
六
〇
頁

の
注

・
3
参
照
)
、

一
部
大
企
業

に
限
定

し

て

一
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定

の
外
形
標
準
課
税
を
併
用
す
る
こ
と
等
が
考
え
ら
れ
る
。
た
だ
し
、

こ
う
し

た
方
向
性

の
具
体
化
、
す
な
わ
ち
累
進
性
を
ど
の
程
度
強
化
す

る
か
、
大
企
業

と
中
小
企
業

の
境
界
線
と
な
る
資
本
金
額
を

い
く
ら
に
す

る
か
、
外
形
基
準

の

内
容
を
ど

の
よ
う

に
規
定
す
る
か
、

一
般
企
業

・
銀
行
業

・
現
行

の
収

入
標
準

法

人
間

の
負

担

の
バ
ラ

ン
ス
を
ど

の
よ
う

に
確
保
す

る
か
、
等

々
に

つ
い
て

は
、
所
得
と
税
負
担

の
実
態

に

つ
い
て
の
十
分
な
検
討
と
検
証
を
踏
ま
え
て
決

定
す
べ
き

こ
と
は
言
う
ま
で
も
な

い
。

(〇
三

・
五

・
二
〇
)
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